
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2025年12月22日

【事業年度】 第16期（自　2024年10月１日　至　2025年９月30日）

【会社名】 株式会社ミライロ

【英訳名】 Mirairo Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　垣内　俊哉

【本店の所在の場所】 大阪市淀川区西中島三丁目８番15号

【電話番号】 06-6195-7853

【事務連絡者氏名】 取締役副社長　経営管理部長　民野　剛郎

【最寄りの連絡場所】 大阪市淀川区西中島三丁目８番15号

【電話番号】 06-6195-7853

【事務連絡者氏名】 取締役副社長　経営管理部長　民野　剛郎

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社ミライロ(E40477)

有価証券報告書

 1/83



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 2021年９月 2022年９月 2023年９月 2024年９月 2025年９月

売上高 （千円） 388,813 615,835 582,966 709,561 832,291

経常利益又は経常損失（△） （千円） △129,587 △46,669 11,006 121,334 123,006

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △134,353 △59,551 9,601 178,857 81,472

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 159,600 159,600 80,050 80,050 312,328

発行済株式総数 （株） 48,400 48,400 52,250 52,250 11,020,100

純資産額 （千円） 108,020 48,469 158,170 337,027 881,923

総資産額 （千円） 553,126 475,238 539,556 700,818 1,171,979

１株当たり純資産額 （円） 2,205.25 974.86 30.03 64.26 80.01

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
（円） △3,056.77 △1,230.40 1.93 34.23 9.15

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － 7.85

自己資本比率 （％） 19.3 9.9 29.1 47.9 75.2

自己資本利益率 （％） － － 9.4 72.6 13.4

株価収益率 （倍） － － － － 68.4

配当性向 （％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － 12,319 137,801 179,057

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － △27,060 △37,912 △41,025

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － 68,761 △37,037 344,221

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） － － 358,911 421,763 904,017

従業員数
（人）

56 51 47 49 50

（外、平均臨時雇用者数） (5) (7) (6) (6) (6)

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － 911

最低株価 （円） － － － － 395

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第13期の期首から適用してお

り、第13期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社が存在していないため記載してお

りません。
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４．当社は、2024年11月８日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。第14期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益又は１株当た

り当期純損失（△）」を算定しております。

５．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため、記載しておりません。

６．第14期及び第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株

式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。第12期及び第13期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるため、

期中平均株価が把握できませんので、また、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

７．当社は、2025年３月24日付で東京証券取引所グロース市場に上場しております。第16期の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益については、新規上場日から第16期会計期間の末日までの平均株価を期中平均株価とみ

なして算定しております。

８．第12期及び第13期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

９．第12期から第15期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

10．第12期及び第13期については、キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・フロー

に係る各項目については記載しておりません。

11．臨時雇用者数は、１日８時間勤務換算による年間平均人員数を（　）外数で記載しております。

12．第14期以降の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、EY新日本有限責

任監査法人の監査を受けております。

なお、第12期及び第13期については、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出し

た各数値を記載しております。また、当該各数値については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づくEY新日本有限責任監査法人の監査を受けておりません。

13．2025年３月24日付をもって東京証券取引所グロース市場に株式を上場いたしましたので、第12期から第16期

までの株主総利回り及び比較指標については記載しておりません。

14．最高株価及び最低株価は東京証券取引所グロース市場におけるものであります。

なお、2025年３月24日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については記載

しておりません。
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２【沿革】

当社は、代表取締役社長垣内俊哉及び取締役副社長民野剛郎が2009年５月立命館大学在学中に発足した障害者向け社

会活動を行う学生団体「Value Added Network」が、2010年６月に大阪市北区西天満において法人化され「株式会社ミ

ライロ」として設立されました。

当社設立以降の沿革は以下のとおりであります。

 

2010年６月 大阪市北区西天満において株式会社ミライロを設立し、バリアフリー監修及び調査サービス

「ミライロ・アーキテクチャー」を開始（資本金1,000千円）

2011年１月 ユニバーサルデザインに関するデザイン・制作サービス「ミライロ・クリエイティブ」を開始

2011年６月 障害者や高齢者対応の接客研修サービス「ユニバーサルマナー研修」を開始

2012年12月 大阪市淀川区西中島に本社を移転

2013年８月 一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会を設立し、「ユニバーサルマナー検定」を開始

2014年５月 東京都渋谷区恵比寿に東京支社を開設

2014年12月 障害者モニター調査サービス「ミライロ・リサーチ」を開始

2017年９月 情報保障サービス「ミライロ・コネクト」を開始

2019年７月 デジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」をリリース

2019年７月 東京都品川区東五反田に東京支社を移転

2020年６月 「ミライロＩＤ」がマイナポータルとの連携を開始

2021年１月 「ミライロＩＤ」において、障害者向け割引サービス「ミライロクーポン」の提供を開始

2021年３月 「ミライロＩＤ」が全国の鉄道事業者123社で一斉導入

2021年10月 民間事業者による合理的配慮提供の推進委員会を発足

2022年５月 障害者対応の診断サービス「ミライロ・サーベイ」を開始

2024年１月 「ミライロＩＤ」において、オンラインショップ「ミライロストア」の提供を開始

2025年３月 東京証券取引所グロース市場に株式を上場
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３【事業の内容】

障害は、人ではなく社会にあります。障害者を取り巻く不利益や困難の原因は、障害のない人を前提に作られた社

会に原因があり、これらの社会的障壁を取り除くことが社会の責務となりつつあります。2016年４月に施行された

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下、「障害者差別解消法」という。）では、障害者への合

理的配慮（注１）などの努力義務が求められており、さらに2021年５月には、同法律の改正が国会で可決され、2024

年４月には義務として、あらゆる事業者に配慮提供が求められることとなりました。しかしながら、企業・団体・行

政等（以下、「企業等」という。）には、障害者にとっての社会的障壁を取り除くためのノウハウや仕組みが欠如し

ているのが実状です。

当社では「バリアバリュー」を企業理念とし、当事者の視点から「障害＝バリア」を取り除き、「価値＝バ

リュー」に転換するインフラやソリューション、サービスの提供を行っております。デジタル障害者手帳「ミライロ

ＩＤ」によるインフラの提供、企業等への「バリアバリューソリューション」の提供を軸として、障害者とその家族

が今日を楽しみ、明日を期待できる社会を実現するための事業展開を行っております。

なお、当社のセグメントは、バリアバリュー事業の単一セグメントであり、事業セグメント情報の記載を行ってお

りません。

（注１）合理的配慮とは、障害のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必要としてい

るとの意思が伝えられたときに、負担が重すぎない範囲で対応することです。

 

(1) デジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」

障害者手帳とは、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳の３種の手帳の総称であり、いずれの手

帳の保有者も「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」の対象となります。障害者手帳の

保持者は、自治体や事業者が独自に提供するサービスを受けることもでき、障害者にとって障害者手帳は生活の中

で必要不可欠なものとなっております。しかしながら、これまで障害者手帳は、現物のみが証明手段であったた

め、当事者にとっての現物の所持・提示の負担だけではなく、インターネット上のオンライン取引での利用や他の

システムとの連携が不可能であることが社会課題となっております。さらに、障害者手帳の色・形状・レイアウト

等の仕様については各自治体で定めているため、自治体ごとに様式が異なり、事業者にとっては正しく手帳を見分

けることは困難です。結果として、不正利用等が横行している他、時間を割いて現物確認を行うことも事業者に

とって負担となっております。

デジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」は、2019年７月からスマートフォンのアプリとして提供されており、ユー

ザーは個人情報と障害者手帳画像を登録し、さらに当社で登録内容を目視で確認して認証することにより、スマー

トフォンだけで障害者手帳の確認と同等の効果をユーザーに提供することを目指しております。さらに登録情報の

信頼性を高めるため、2020年６月から政府が運営するオンラインサービス「マイナポータル」との連携が可能とな

り、現在、鉄道会社をはじめとして、高速道路・バス・タクシー・航空等の交通機関、美術館・博物館・レジャー

施設等の障害者割引を提供する施設、地方自治体の関連施設で障害者手帳の現物がなくとも、スマートフォン上の

「ミライロＩＤ」画面の提示により障害者割引の適用が可能となっております。

当社では「ミライロＩＤ」をデジタル障害者手帳として、さらなる利便性・メリットの向上、利用拠点の拡大に

より、ユーザー数の増加を図り、障害者が社会活動を行うためのインフラとして無償で提供しております。

また「ミライロＩＤ」には、障害情報登録機能、プッシュ通知機能、クーポン機能、アンケート機能、マップ機

能、ストア機能など多様な機能を実装しており、他のシステムとのＡＰＩ連携（注２）も可能となっております。

今後、ユーザー及び事業者にメリットのある機能開発及びＡＰＩ連携による「ミライロＩＤ」を活用したサービス

開発を推進してまいります。

なお、2025年９月30日現在における「ミライロＩＤ」の導入事業者数は4,214事業者、ユーザー数は55.2万人と

なっております。
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＜ミライロＩＤ画面イメージ＞

（注２）ＡＰＩとは、「Application Programming Interface」の略語でソフトウエアの一部機能やデータを外部か

ら利用できるようにしたインターフェイスの仕様を指します。ＡＰＩでソフトウエア同士をつなぐことをＡ

ＰＩ連携といいます。

 

(2) バリアバリューソリューション

当社は、企業等に対して、障害者にとっての社会的障壁を取り除き、障害者との共生社会を実現するため、障害

を価値に転換するためのバリアバリューソリューションを提供しております。

 

①　ミライロＩＤソリューション

「ミライロＩＤ」による障害者に対するサービス提供や、企業等からの障害者への対応・取り組みに関する相

談に対し、「ミライロＩＤ」や専門人材を活用したソリューションやコンサルティングを提供しております。

「ミライロＩＤ」のお知らせ画面を活用した広告配信や、「ミライロＩＤ」ユーザーが利用可能な障害者割引

サービス「ミライロクーポン」、割引価格での製品購入が可能なオンラインストアサービス「ミライロスト

ア」、割引価格でのチケット購入が可能なオンラインチケット販売サービス「ミライロチケット」、バリアフ

リー情報を発信する「ミライロマップ」を通じて、障害者向けのマーケティング支援サービスを提供しておりま

す。企業等は、障害者を消費者としたプロモーション効果だけではなく、障害者の社会参画に寄与することか

ら、ＳＤＧｓやＣＳＲの観点からも「ミライロＩＤ」を活用した取り組みを行っております。その他、「ミライ

ロＩＤ」によるサービスとして、障害者向けがん保険（ミライロ保険＜がん保険＞）の販売、オンラインチケッ

トシステムや交通系アプリとのＡＰＩ連携やシステム開発、ＱＲコードを活用した駐車場の障害者割引適用サー

ビス、「ミライロＩＤ」ユーザーに向けた求人募集サービスも実施しております。

 

サービス名称 サービスの内容

広告配信

「ミライロＩＤ」のお知らせ画面内に、インフィード広告やタイアップ広告の掲載

が可能です。タイアップ広告に関しては、インタビュー等を実施後、内容を記事化

し、記事の掲載及び拡散を行います。

ミライロクーポン

企業等が自社のクーポンや情報を掲載することが可能なサービスです。企業等は、

障害者などの新たな顧客を集客できることに加えて、これまで届きづらかった情報

を必要な方に届けることで、社会的責任を果たすことにも繋がります。

ミライロストア

企業等が自社の製品情報を掲載し、「ミライロＩＤ」ユーザーへの販促が可能なオ

ンラインストアです。「ミライロＩＤ」ユーザーに限定したクローズドマーケット

での割引販売とすることで、安売りによるブランド毀損等を避けることが出来ま

す。

ミライロチケット

企業等が提供する障害者割引に対応したオンラインチケットの販促サービスです。

「ミライロＩＤ」へのログインによって、これまで紙の手帳では実現が出来なかっ

た、オンライン上で障害者を認証したうえでの購入を可能としております。

ミライロマップ

施設や店舗のバリアフリー情報を発信できるサービスです。企業等が提供する情報

に基づき、マップ画面から施設や店舗のバリアフリー情報（エレベーターや優先駐

車場の有無等）や、店舗で使えるクーポン情報を閲覧できます。

システム連携

（ＡＰＩ連携）

企業等の保有する会員データやシステムなどの外部サービスと、「ミライロＩＤ」

の登録情報を連携することが可能です。ユーザーの利便性向上及び企業等のサービ

ス向上やオペレーション負担の軽減に繋げることが出来ます。
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企業等からの障害者への対応・取組みに関する相談に対し、必要に応じて障害者をモニターとして活用した調

査サービス「ミライロ・リサーチ」を行い、障害者にとっての障壁となっている問題点を発見し、解決するため

のソリューションの提供を実施しております。モニターとなる障害者については、2025年９月30日現在、当社Ｗ

ＥＢサイトで募集したモニター約２千人、及び「ミライロＩＤ」ユーザーのうち、障害者手帳の有効期限切れな

どの不備がなく障害者手帳情報を登録している41.5万人の配信対象者に実施しております。アンケートに回答し

たモニターに対しては、謝礼を支払うことで、継続的な回答をいただくことにつなげています。その他、障害者

へのサービス提供や就業時における事前的改善措置（注３）や合理的配慮が適切になされているかを把握し、組

織的な課題の改善を推進する「ミライロ・サーベイ」、「ミライロ・アーキテクチャー」及び「ミライロ・クリ

エイティブ」などのコンサルティングも実施しております。

 

サービス名称 サービスの内容

ミライロ・リサーチ

「ミライロＩＤ」ユーザー等を対象に、定量的なアンケート調査や定性的なインタ

ビュー調査、リサーチ要件に合わせたモニター派遣等を行うサービスです。市場調

査や製品・サービスの開発や改善に活かせる他、ＷＥＢアクセシビリティのチェッ

クなど、幅広い用途で活用いただけます。

ミライロ・サーベイ

企業等に当社が独自に作成した５つの観点から構成される調査票に回答いただき、

改善に向けたレポートを作成します。改正障害者差別解消法への対応に向けた

「サービス版」と、障害者雇用促進法への対応に向けた「雇用版」があります。

ミライロ・アーキテク

チャー

既存施設のバリアフリー化やユニバーサルデザイン化に向けた施設環境の調査や、

新規施設の図面監修や配慮事項の提案を行うサービスです。障害のある当事者視点

と専門的な知識を持つスタッフの客観的な視点で、施設が個々に有する課題の発見

から改善提案までを行います。

ミライロ・クリエイ

ティブ

ユニバーサルデザイン対応の情報媒体（マニュアル、ガイドブック、サイン、マッ

プ、動画、ＷＥＢサイトなど）の制作や監修を行うサービスです。障害のある従業

員やモニターとともに課題の抽出を行い、利用者が必要とするツールの制作に繋げ

ます。

 

（注３）事前的改善措置とは、施設のバリアフリー化、職員に対する研修、意思表示やコミュニケーションを支

援するためのサービスや人的支援、情報アクセシビリティの向上など、合理的配慮を提供するための環

境の整備のことです。障害者差別解消法においては、「行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の

実施についての必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整

備、関係職員に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない」とされております。
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　②　ユニバーサルマナー研修及び検定

当社は、障害者・高齢者・ＬＧＢＴＱ＋（注４）等の多様な人との向き合い方をユニバーサルマナーと定義

し、障害のある当事者が講師となるユニバーサルマナー研修及び検定を会場開催・オンライン開催・ｅラーニン

グにより実施しております。なお、検定における資格認定については、一般社団法人日本ユニバーサルマナー協

会（当社非連結子会社）が行っております。

個人受講者には、ユニバーサルマナー検定（１級から３級）及び認知症、ＬＧＢＴＱ＋対応も含めた各種研修

を会場開催、オンライン開催、ｅラーニングにより実施しております。

企業等の団体での受講者に対しては、同様にユニバーサルマナー研修及び検定を会場開催、オンライン開催、

ｅラーニングにより提供するだけでなく、企業等のニーズに合わせた業界特化型のユニバーサルマナー検定や、

当事者講師による講演にも対応しております。

 

カリキュラム名称 カリキュラムの内容

ユニバーサルマナー

検定３級

ユニバーサルマナー検定３級は、当事者講師から障害者や高齢者への基本的な向き合

い方や声がけ方法を学ぶ導入のための講座であり、会場開催・オンライン開催・ｅ

ラーニングにより実施しております。

ユニバーサルマナー

検定２級

車いすの操作方法や視覚障害者の誘導方法など実践的なサポート方法とより詳しい知

識を学ぶ講座です。多様な方々への適切なサポートが出来る人を目指しており、試験

合格者のみを認定しております。会場開催により実施しておりますが、講義のみ事前

にｅラーニングで学習するなど、会場の受講時間を短縮できる分割受講も可能です。

ユニバーサルマナー

検定１級

認知症対応マナー研修、ユニバーサルワーク研修、ＬＧＢＴＱ＋対応マナー研修、ユ

ニバーサルコミュニケーション研修の４つの研修うち、３つの研修のオンライン受講

及びトークライブ・座談会・外部イベントを体験し、ユニバーサルマナーの考えや体

験をレポートとして提出し、合格基準を満たした方のみ１級認定を行います。

認知症対応マナー研

修

認知症の基礎を学び、様々な場面で認知症の方が求めていることを把握し、対応する

力を身につける講座です。実際にあった事例を基にしたケーススタディによって、認

知症の方の行動の理由を考える練習をします。

ＬＧＢＴＱ＋対応マ

ナー研修

当事者講師からＬＧＢＴＱ＋の基礎的な用語やこれまでの歴史、職場における対応方

法や具体的な取組み事例などを総合的に学ぶ講座です。ハード面、ソフト面における

配慮事項やカミングアウト時における対応、企業における先進的な事例も学ぶことが

できます。

ユニバーサルワーク

研修

精神障害者・発達障害者と一緒に働くことを起点にすべての人に共通するコミュニ

ケーションやマナーを学ぶ講座です。講義として精神障害者・発達障害者の基礎理解

を深め、得た知識を基にケースワークで実践的な対応方法を考えます。パーソルダイ

バース株式会社と連携して実施しております。

ユニバーサルコミュ

ニケーション研修

聴覚障害を理解し、手話、筆談、読話などの多様なコミュニケーション方法を学ぶた

めの講座です。これまで聴覚障害者と接点がなかった人や直接質問をする機会が少な

かった人を対象に当事者講師による講義とワークを行います。

業界特化型ユニバー

サルマナー検定

各業界に合わせたオリジナル版のユニバーサルマナー検定です。宅配ドライバー向け

の「ユニバーサルマナー検定 ヤマトグループオリジナル版」、鉄道事業者向けの「ユ

ニバーサルマナー検定（鉄道）」、不動産事業者向けの「ユニバーサルマナー検定

（不動産）」、株主総会の実務担当者向けの「ユニバーサルマナー検定（株主総

会）」等を提供しております。

 
（注４）ＬＧＢＴＱ＋とは「レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー、クイア、クエスチョ

ニング」の頭文字をとった言葉に、「＋（プラスアルファ）」を付けた、セクシャルマイノリティ（性
的少数者）の人々を指す言葉です。
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③　コミュニケーションサポート

聴覚や発話に困難のある方（以下、「聴覚障害者等」という。）に向けた情報保障サービス「ミライロ・コネ

クト」を提供しております。「ミライロ・コネクト」では、企業や自治体に向けた遠隔手話通訳サービス、手話

リレーサービス、手話・文字通訳派遣の提供に加えて、電話リレーサービス（注５）のオペレータ業務の受託、

手話通訳者を目指す方や手話を学びたい方のスキルアップをサポートする手話オンライン講座「ミライロ・コネ

クトＣｌｕｂ」を行っております。

 

サービス名称 サービスの内容

遠隔手話通訳サービ

ス

聴覚障害者等が窓口に来られた場合に、オンラインで当社の通訳オペレータが手話通

訳を行うサービスです。主に多言語通訳サービスを提供している企業との連携によ

り、金融機関、行政等で利用されております。

手話リレーサービス

聴覚障害者等がコールセンター等に電話をしたい場合に、オンラインで当社の通訳オ

ペレータが手話通訳を実施するサービスです。主に金融機関やメーカーの問い合わせ

窓口として利用されております。

手話・文字通訳派遣

関東・関西を拠点として、様々な場面に合わせて手話または文字通訳者を派遣する

サービスです。イベント、研修等への現地派遣や、オンライン会議システムを利用し

た遠隔通訳派遣、リアルタイムでの映像配信や映像収録などにも対応しております。

電話リレーサービス

受託

「聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律」に基づき、電話リレーサー

ビス提供機関として指定を受けた一般財団法人日本財団電話リレーサービスより、通

訳オペレータ業務を受託しております。

ミライロ・コネクト

Ｃｌｕｂ

手話通訳者が講師となり、手話で聴覚障害のある方とコミュニケーションを取ること

を目指す方のためのオンライン講座を開催しております。

 

（注５）電話リレーサービスとは、聴覚や発話に困難のある人（きこえない人）と、きこえる人（聴覚障害者等

以外の人）との会話を通訳オペレータが「手話」または「文字」と「音声」を通訳することにより、電

話で即時双方向につながることができるサービスのことです。2020年６月、「聴覚障害者等による電話

の利用の円滑化に関する法律」が制定され、公共インフラとしての電話リレーサービスが制度化されま

した。

 

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

    2025年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

50（6） 38.3 5.5 4,959,940

　（注）１．当社はバリアバリュー事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

２．従業員数は就業人員であります。なお、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員を含む）は、

１日８時間勤務換算による年間の平均人員数を（　）外数で記載しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2）労働組合の状況

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 

(3）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象で

はないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 経営方針

当社は、バリア（障害）をバリュー（価値）に変えることを意味する「バリアバリュー」を企業理念としており

ます。多様な視点、経験、感性を活かし、創造と革新を追求することで、「ミライロ」が意味する「誰もが自らの

色を描ける未来、自らの路を歩める未来をつくる」ことを経営方針としております。

 

(2) 経営環境

当社が提供する「ミライロＩＤ」の対象となる障害者に関して、身体障害、知的障害、精神障害の３区分に分か

れております。内閣府が公表している「令和７年版障害者白書」によると、各区分における国内の障害者数は、身

体障害者（身体障害児を含む。）423万人、知的障害者（知的障害児を含む。）126万８千人、精神障害者603万人

となっております。また、厚生労働省が公表している「令和４年生活のしづらさに関する調査」によると、日本の

障害者の総数は1,164万人、国民のおよそ9.3％が何らかの障害を有していると推計されています。加えて、世界保

健機関が公表している「World report on disability」によると、世界人口の約15％にあたる10億人以上に障害が

あり、 The Return on Disability Group Inc. が 公表している「 The Global Economics of Disability

Report:2024」によると、世界の障害者とその家族や友人を合計した購買力の総額は18兆ドルと言われておりま

す。また、公益財団法人共用品推進機構が2023年度に実施した共用品市場規模調査によると、2022年度の共用品

（アクセシブルデザイン製品）市場規模金額は、３兆１千億円と推計され、前年比で3.9％（1,164億円）増となり

ました。

そして、当社が取り組む障害者にまつわる経営環境は大きく変化しております。2016年４月に施行された「障害

者差別解消法」は、事業者の障害者への「合理的配慮」を求めております。さらに2021年５月には障害者差別解消

法の改正が国会で可決され、2024年４月には義務として、あらゆる事業者に配慮提供が求められることとなりまし

た。合理的配慮とは、行政や事業者に対して、障害者が社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必

要としているとの意思が伝えられたときに、負担が重すぎない範囲で対応することです。当社の提供するインフラ

やソリューションは、企業等が合理的配慮義務を果たすために有効に機能するものと考えており、これまで以上に

当社の重要性は高まるものと考えております。

さらに、2025年の大阪・関西万博や東京2025デフリンピック等のイベント開催、2030年の達成を目標とした持続

可能な開発目標（ＳＤＧｓ）等により、誰一人取り残さない社会の実現に向けて、障害者にまつわる社会の取組み

は益々加速していくものと考えております。

また、ＥＳＧ投資など企業の非財務情報を含めたサステナビリティを評価する指標にも注目が集まっており、Ｅ

ＳＧ投資市場は世界的に拡大しております。ビジネス分野における障害者の社会進出を、ビジネスリーダーが軸と

なって推進する世界的な運動「The Valuable 500」も広がりを見せております。

 

(3) 経営戦略等

当社はデジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」を活用した障害者サービスのデジタルトランスフォーメーションに

よる社会改革の推進に加えて、障害者の社会的障壁（環境、意識、情報のバリア）を解消するためのバリアバ

リューソリューションの提供を軸とし、以下のような経営戦略を構築しております。

 

①　「ミライロＩＤ」を利用する企業等及びユーザーに対する普及促進

「ミライロＩＤ」の提示により障害者手帳の代替可能とする企業等は急速に増加しており、利用拠点の増加や

機能拡充に伴い「ミライロＩＤ」のユーザー数も順調に増加しております。

「ミライロＩＤ」の普及により、研修やコンサルティングの営業活動だけでは開拓不可能であった企業等と当

社とのコンタクトや商談化が進んでおります。
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②　バリアバリューソリューションの提供

「ミライロＩＤ」は障害者への何らかの対応が必要な企業等に利用されております。当社ではこれらの企業等

に対して、バリアバリューソリューションを複合的に提案することによって、企業等からのコンサルティング料

や研修料による収益化を図っております。

 

③　「ミライロＩＤ」を活用した連携企業等とのサービス開発やマーケティング活動の推進

「ミライロＩＤ」と他の企業等との連携により、障害者の利便性を向上させるデジタルトランスフォーメー

ションを推進し、障害者差別解消法に定める合理的配慮の負担軽減に繋がるサービス開発を進めております。ま

た、「ミライロＩＤ」を企業等のマーケティング活動としても活用いただくことで、継続的な収益の拡大を図っ

てまいります。

 

(4) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社では、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、売上高、利益以外に以下の指標を重

視しております。

①　「ミライロＩＤ」の導入事業者数、ユーザー数

②　バリアバリューソリューションにおける取引先数と１社あたりの平均売上高

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社が対処すべき主要な課題は、以下の項目と認識しております。

①　「ミライロＩＤ」の利便性・メリットの向上及び普及活動

「ミライロＩＤ」は、ＵＩの改善や機能開発、サービス開発により、ユーザー・企業等の双方にとっての利便

性・メリットの向上を図る必要があると認識しております。これらのシステム開発・改善と当社及び各導入事業

者による普及活動により、「ミライロＩＤ」の導入事業者数及びユーザー数を拡大させることが当社の事業基盤

を強化することに繋がると認識しております。

 

②　「ミライロＩＤ」の連携企業等の拡充

当社は、他の企業等と連携して「ミライロＩＤ」を活用したデジタルトランスフォーメーションを推進し、障

害者の利便性を向上させるサービスを開発することを経営戦略の重点事項と考えており、これらの連携企業等と

のパイプラインの拡充により当社成長を加速させることに取り組んでまいります。

 

③　人材の採用及び育成

当社の競争力の源泉は、障害者に関する知識と経験を有する人材にあります。今後も、当社の企業理念に共感

し、高い成長意欲と使命感を持った人材を積極的に採用し、育成することで、企業力の強化に努めてまいりま

す。

 

④　内部管理体制の強化

当社が継続的に成長するためには、企業規模拡大の基礎となる内部管理体制の強化が重要であると認識してお

ります。当社では、コーポレート・ガバナンス体制を強化するため、マネジメント層の採用及び育成、コンプラ

イアンス・リスクマネジメント教育の徹底、管理部門の体制強化に取り組んでまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

当社は、バリア（障害）をバリュー（価値）に変えることを意味する「バリアバリュー」 を企業理念としてお

り、「ミライロ」が意味する「誰もが自らの色を描ける未来、自らの路を歩める未来をつくる」ための事業活動を行

うことで、持続可能な社会の実現に貢献できると考えております。

 

(1) ガバナンス

当社は、公正かつ透明な企業活動を目指し、経営の効率性の追求と健全性を確保することで、コーポレート・ガ

バナンス体制や企業価値の向上を目指しております。取締役会は、事業に精通した取締役と客観的な視点を持つ独

立社外取締役とで構成し、効率的かつ透明性の高いガバナンス体制を構築しております。詳細は、「第４ 提出会

社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (1) コーポレート・ガバナンスの概要」をご参照ください。

 

(2) 戦略

当社は、様々な障害のある従業員が在籍し、ジェンダー多様性にも富んでおり、多様なバックグラウンドの従業

員を抱えております。加えて、ユニバーサルデザインに関連した多岐にわたるソリューションを提供しており、手

話通訳者、デザイナー及びリサーチャーなど、様々な専門知識を有した従業員が在籍しております。そのような多

様性に富む組織を運営していく上では、企業理念を個々の従業員に浸透させていくことや、社内環境の整備が極め

て重要であると考えております。

企業理念である「バリアバリュー」を体現する組織を目指しており、その構成要素を行動指針として定め、業績

（パフォーマンス）評価に加えて、個々人の評価と連動させております。また、採用時にもこのような行動指針に

適した人物であるか選考過程で見極めることを徹底し、企業理念が組織全体に隈無く浸透していくことを図ってお

ります。

環境整備におきましては、多様な人材の可能性を最大化することを目指しており、フレックスタイム制を活用で

きる環境整備や運用、資格合格報奨金等によるスキルや専門的知識の獲得支援、メンタルヘルス対策としての社外

カウンセラーの配置や担当役員による産業カウンセラー資格の取得、コミュニケーションツールのデジタル化によ

る生産性の向上等を実施しております。

 

(3) リスク管理と機会

当社ではサステナビリティ関連のリスクを、取締役会、リスク管理委員会及びコンプライアンス委員会を通じ

て、その他経営上のリスクと一体的に監視及び管理しております。リスク管理委員会では当社の事業活動に関連す

る潜在的なリスクの把握と当該リスクに対する対応状況について協議及び共有されております。また、当社は社会

貢献性の高い事業を営んでいるとの認識のもと、当社事業が広がることが持続可能な社会に貢献することであると

考えており、サステナビリティに関連する機会については、今後の方針として、中長期的な企業価値向上を目指す

中で、識別・評価及び管理をしてまいります。詳細は、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの

状況等 (1) コーポレート・ガバナンスの概要」をご参照ください。

 

(4) 指標及び目標

当社では、現時点におきまして、具体的な女性、外国人、中途採用者等の区分での管理職の構成割合や人数、障

害者の雇用率等の目標値は定めておりません。今後、当社の事業特性に見合った関連指標のデータ収集と分析を進

め、適切な指標及び目標を設定し、その進捗に合わせた開示項目を検討してまいります。
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３【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであり

ます。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであり、不確実性を内在してい

るため、実際の結果とは異なる可能性があります。

各リスクについて、発生可能性、発生可能性のある時期、影響度は以下のとおりとなっております。

分類 リスク 発生可能性
発生可能性の

ある時期
影響度

(1) 事業環境に関する

　　リスク

①　障害者関連市場と関連法令の動向について 低 特定時期なし 大

②　ミライロＩＤに競合する企業の参入について 中 特定時期なし 中

③　収益事業に競合する企業の参入について 高 特定時期なし 中

(2) 事業内容に関する

　　リスク

①　経営成績の変動について 中 特定時期なし 中

②　システム障害について 低 特定時期なし 中

③　セキュリティについて 低 特定時期なし 中

④　ブランド、風評等について 中 特定時期なし 中

⑤　情報管理について 低 特定時期なし 大

⑥　知的財産権の侵害について 中 特定時期なし 小

⑦　ミライロＩＤの不正利用に関するリスク 低 特定時期なし 小

(3) 組織体制に関する

　　リスク

①　小規模組織体制及び人材の確保・育成について 中 特定時期なし 小

②　特定の経営者への依存について 低 特定時期なし 中

③　内部管理体制について 低 特定時期なし 中

(4) 法的規制に関するリスク 低 特定時期なし 中

(5) その他のリスク

①　配当政策について 中 特定時期なし 中

②　新株予約権の行使による株式価値の希薄化に

　　関するリスク
高

新株予約権

行使時
小

③　訴訟等について 低 特定時期なし 中

④　資金使途について 中 特定時期なし 小

⑤　自然災害、感染症等に関するリスク 低 特定時期なし 大

⑥　株式の流動性について 中 特定時期なし 中

 

(1) 事業環境に関するリスク

①　障害者関連市場と関連法令の動向について（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響

度：大）

当社は、「障害者基本法」の理念に則り、関連する「障害者差別解消法」「障害者の雇用の促進等に関する法

律」「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」「聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関

する法律」等の目的の達成に向けて、法規制の対象となる事業者や自治体、教育機関に対して様々なソリュー

ションの提供を行っております。これらの法律の改廃、法的規制の新設、適用基準の変更等がなされた場合、当

社の事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　ミライロＩＤに競合する企業の参入について（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響

度：中）

当社が運営するデジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」においては、政府が提供する「マイナポータルＡＰＩ」

の民間活用の第１号として、マイナポータルと連携しております。「ミライロＩＤ」は、自治体が管理する障害

者手帳の情報をマイナポータル経由で取得できることから、当該連携を行った利用者は信頼性の高い情報として

事業者に提示が可能です。現在、当社と同様に障害者手帳の代替を行うことが可能な類似アプリは存在せず、ビ

ジネスモデル特許の取得など開発した技術・ノウハウなどの保護・保全に努めておりますが、競合企業による

サービスの模倣等により、当社の事業展開に支障が生じた場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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③　収益事業に競合する企業の参入について（発生可能性：高、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：

中）

当社のバリアバリューソリューションは許認可制度がないことに加え、事業の開始にあたって大規模な設備投

資も不要であることから、相対的に参入障壁が低い事業であります。デジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」を活

かしたソリューションの提供や、手話通訳士等の有資格者をはじめとした多様な専門人材の採用や育成をするこ

とにより、事業の付加価値の向上や差別化を図っておりますが、新規参入企業が増加する可能性は否定できず、

競合企業の増加により競争が激化した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 事業内容に関するリスク

①　経営成績の変動について（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社は、顧客からの障害者に対する幅広い課題やニーズに対して、多様なソリューションを保有している強み

を活かすことによって、１社あたりの売上高や継続取引先を増やし、経営の安定と持続的成長を可能とすること

を目指しております。しかしながら、各ソリューションが単発での受注に留まるなど、顧客あたりの売上の最大

化や継続的な取り組みが出来なかった場合には、想定どおりの成長が見込めず、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

②　システム障害について（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社の提供するサービスやそれを支える社内業務は、コンピューター及びインターネット技術を高度に活用し

ており、通信事業者が運営する通信ネットワークサービスへの依存度が高いと言えます。したがって、予期せぬ

トラブル等によって通信ネットワークやサーバーが利用できなくなった場合、当社のサービス提供が不可能とな

る可能性があります。このような事態が発生した場合には、顧客等から損害賠償の請求や当社の社会的信用を失

う可能性があり、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　セキュリティについて（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社はハッカーやコンピューターウイルス等に備えるためのセキュリティ対策を施しておりますが、外部から

の不正な手段によるサーバー内への侵入等の犯罪や従業員の過誤等により顧客の個人情報等重要なデータが消去

または不正に取得される可能性は否定できません。このような事態が発生した場合には、損害賠償の請求や当社

の社会的信用を失う可能性があり、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④　ブランド、風評等について（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社の事業は、障害者やその家族、事業者や行政、教育機関等との連携の元に成り立つものであると認識して

おります。そのため、当社の従業員には、企業理念・ビジョン等を浸透させ、コンプライアンスを遵守する意識

を高く保つように社員教育を徹底しております。しかしながら、従業員の不祥事等の発生や、当社に対して不利

益な情報や風評が流れた場合には、当社及び当社サービスのブランド価値が棄損し、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

⑤　情報管理について（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

当社はその事業運営の性質上、個人情報及び機密情報を保有しており、当社の個人情報の取り扱いについて

は、「個人情報の保護に関する法律」が適用されております。そのため、適切に個人情報を取り扱う体制を整備

していることの証として、プライバシーマークを取得しております。

第三者によるセキュリティ侵害、ハッキング、従業員等による故意または過失などによって、当社が保有する

個人情報や機密情報の外部流出または不正使用などが発生した場合、当社は顧客などに対する損害賠償責任を負

うとともに、社会的信用に重大な影響を与え、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥　知的財産権の侵害について（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：小）

当社の事業においては、「ミライロＩＤ」や「ユニバーサルマナー」など、オリジナルのサービスやコンテン

ツの展開を強みとしている関係上、著作権、商標権、ビジネスモデル特許等の知的財産権の確保が重要だと認識

しております。当社は、商標権やビジネスモデル特許の取得、さらには開発した技術・ノウハウ等の保護・保全

に努めておりますが、第三者によるサービスの模倣等により、当社の営業展開に支障が生じ、当社の経営成績に

影響を与える可能性があります。また、第三者に帰属する著作権、商標権、ビジネスモデル特許等の知的財産

権、肖像権等を侵害しないよう細心の注意を払っておりますが、万が一、第三者の知的財産権、肖像権等を侵害

した場合、当社の社会的信用を失うとともに、損害賠償による損失が生じた場合、当社の業績に影響を及ぼす可

能性があります。
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⑦　ミライロＩＤの不正利用に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：
小）
デジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」は、ユーザーからの画像データの申請に基づき、障害者手帳の登録を

行っております。各自治体の障害者手帳のフォーマットに基づき、システムによって照合した上で、目視による
確認も行っております。また、ユーザーの同意を前提にマイナポータル経由で自治体サーバーから障害者手帳の
情報を取得し、登録された情報が一致しているか否かの照合も行っております。しかしながら、精緻に偽装され
た手帳情報が誤って登録される可能性は否定できず、不正利用などが横行した場合には、当社及び当社サービス
の社会的信用力が低下し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。ただし、当該偽装については、紙の障
害者手帳にも同様のことが生じると言えます。したがって、「ミライロＩＤ」に限って不正利用が横行するもの
ではないと思料いたします。

 
(3) 組織体制に関するリスク

①　小規模組織体制及び人材の確保・育成について（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影

響度：小）

当社の従業員数は、当事業年度末現在50名の小規模組織であり、内部管理体制もこの規模に応じたものとなっ

ております。現時点においては、当社の規模に対して適切な人員体制が構築出来ているものと認識しております

が、今後の業容拡大に応じて、採用活動及び人材育成により組織強化を図る必要性が生じることが想定されま

す。しかしながら、当社が優秀な人材をタイムリーに採用・育成できる保証はなく、人材確保に成功しなかった

場合には、当社の事業の成長及び事業運営に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　特定の経営者への依存について（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社の創業者であり大株主である代表取締役社長垣内俊哉及び取締役副社長民野剛郎は、当社の経営方針や事

業戦略、人的ネットワークの構築等において重要な役割を果たしております。当社は、事業拡大に伴い両者に依

存しない経営体制の強化を進めておりますが、現状において何らかの理由により、両者が退任する事態が生じた

場合には、当社の事業運営に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　内部管理体制について（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、企業価値を最大化すべく、コーポレート・ガバナンスの充実を図る施策を実施しております。また、

業務の適正性及び財務報告の信頼性を確保するため、これらに係る内部統制が有効に機能する体制を構築、整

備、運用しております。しかしながら、事業の急速な拡大等により、十分な内部管理体制の構築が追いつかない

という状況が生じる場合には、適切な業務運営が困難となり、当社の事業展開、財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

 

(4) 法的規制に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社の提供する「ミライロＩＤ」の個人情報に関しては、「個人情報の保護に関する法律」の適用を受けており

ます。加えて、「特定商取引に関する法律」「不当景品類及び不当表示防止法」等により、一部の広告に際し、法

定事項の表示義務を負う場合があります。

当社は、上記法的規制等について適切な対応をしておりますが、不測の事態により、当該法令等に抵触している

として何らかの行政処分を受けた場合、また、今後これらの法令等が強化され、若しくは新たな法令等が定められ

当社の事業が制約を受ける場合、当社の事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) その他のリスク

①　配当政策について（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題であると認識しておりますが、設立以来、将来の事業展開と

財務体質強化のための必要な内部留保の確保を優先し、配当は実施しておりません。

今後につきましては、配当可能利益の状況、経営成績、財政状態及び事業投資の必要性を総合的に勘案のう

え、配当の実施を検討する方針としておりますが、現時点において、配当実施の可能性及び実施時期については

未定であります。

 

②　新株予約権の行使による株式価値の希薄化に関するリスク（発生可能性：高、発生可能性のある時期：新株予

約権行使時、影響度：小）

当社は、役員、従業員及び外部協力者に対するインセンティブを目的として、新株予約権を付与しており、こ

れらの新株予約権が権利行使された場合には、既存株主の保有株式の価値及び議決権割合が希薄化される可能性

があります。本書提出日現在、新株予約権による潜在株式数は202,500株であり、発行済株式数11,020,100株の

1.84％に相当しております。なお、新株予約権の詳細は、後記「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況 ① ストックオプション制度の内容」をご参照ください。
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③　訴訟等について（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

現在、当社の事業に影響を及ぼす訴訟等は提起されておりませんが、将来、訴訟等が発生し、当社に不利な判

断がなされた場合は、事業活動における制限を受け、当社の経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

④　自然災害、感染症等に関するリスク（発生可能性：低、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

当社の事業拠点は、大阪市淀川区、東京都品川区に主要拠点があります。過去においては、地震、津波、洪

水、火災等の災害によって、当社の事業活動に大きな影響を受けたことはありませんが、これらの地域において

大規模な自然災害、テロ等が発生した場合や、感染症が想定を大きく上回る規模で発生あるいは流行した場合、

事業活動全般に影響を及ぼす可能性があり、当社の経営成績及び財政状態等にも影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑤　株式の流動性について（発生可能性：中、発生可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は2025年３月24日に東京証券取引所グロース市場へ上場をいたしましたが、流通株式比率は当事業年度末

時点において29.66％であります。

今後は、既存株主への一部売出しの要請、ストック・オプションの行使による流通株式数の増加分を勘案し、

これらの組み合わせにより、流動性の向上を図っていく方針ではありますが、何らかの事情により上場時よりも

流動性が低下する場合には、当社株式の市場における売買が停滞する可能性があり、それにより当社株式の需給

関係にも悪影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおり

であります。

①　財政状態の状況

（資産）

　当事業年度末における流動資産は1,025,478千円となり、前事業年度末に比べ486,623千円増加いたしました。

これは主に、新株予約権の行使や株式上場に伴う新株発行等により現金及び預金が482,253千円増加したことに

よるものであります。固定資産は146,500千円となり、前事業年度末に比べ15,463千円減少いたしました。これ

は主に、ソフトウエアが14,899千円増加し、繰延税金資産が23,086千円、ソフトウエア仮勘定が2,840千円、長

期前払費用が1,919千円それぞれ減少したことによるものであります。

　この結果、資産合計は1,171,979千円となり、前事業年度末に比べて471,160千円増加いたしました。

 

（負債）

　当事業年度末における流動負債は237,992千円となり、前事業年度末に比べ5,432千円増加いたしました。これ

は主に、未払法人税等が24,925千円増加し、１年内返済予定の長期借入金が約定返済及び一部繰上返済により

19,440千円減少したことによるものであります。固定負債は52,063千円となり、前事業年度末に比べ79,167千円

減少いたしました。これは主に、長期借入金が約定返済及び一部繰上返済により79,168千円減少したことによる

ものであります。

　この結果、負債合計は290,056千円となり、前事業年度末に比べて73,734千円減少いたしました。

 

（純資産）

　当事業年度末の純資産は881,923千円となり、前事業年度末に比べ544,895千円増加いたしました。これは、新

株予約権の行使や株式上場に伴う新株発行により資本金及び資本準備金がそれぞれ232,278千円、当期純利益の

計上に伴い繰越利益剰余金が81,472千円増加したことによるものであります。

 

②　経営成績の状況

　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要により緩やかな景気回復が見ら

れる一方で、原材料価格の高騰や円安による物価上昇、米国の発表した関税政策による貿易相手国の対抗措置の

懸念によって、国際的な情勢の不安は長期化しており、依然として先行きの不確実性の高い状況が継続しており

ます。

　このような状況の中、当社は「バリアバリュー」を企業理念とし、障害（バリア）を価値（バリュー）に変え

ることで社会を変革することを目指し、様々な障害者に関連するサービスの提供に取り組んでまいりました。デ

ジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」によるインフラの提供、企業・団体・行政へのバリアバリューソリューショ

ンの提供を軸として、障害者が活躍できる社会への変革を実現するための事業展開を行っております。

　2019年７月にリリースしたデジタル障害者手帳「ミライロＩＤ」は、当事業年度末現在で、導入事業者数

4,214事業者（前事業年度末より152事業者増加）、ユーザー数55.2万人（前事業年度末より14.7万人増加）と50

万人を突破し、着実に認知度の向上を図っております。また、2025年４月から開催された大阪・関西万博の本人

確認書類として「ミライロＩＤ」が採用される等、使える場所やユーザー数の増加、コンテンツ力の向上等に伴

い、アクティブユーザー数は月間20.8万人と増加傾向にあり、障害者の外出や消費の促進に寄与しております。

2024年１月よりリリースしたオンラインショップ「ミライロストア」においては、当事業年度末現在で、セラー

数76事業者、商品数657アイテムを掲載しており、今後さらなる商品数の拡充と、ＧＭＶ（流通取引総額）の増

加を目指しております。また、「ミライロＩＤ」とのシステム連携も増加しており、駐車場・駐輪場における

「ミライロＩＤ」活用による障害者割引の適用駐車場は、当事業年度末現在で207箇所となりました。

　バリアバリューソリューションにおきましては、2024年４月の改正障害者差別解消法の施行や、2026年７月の

法定雇用率の引き上げに伴い、障害者に対する合理的配慮の提供や事前的改善措置への対応に関する需要がこれ

まで以上に高まっております。ユニバーサルマナー研修及び検定におきましては、業界別のユニバーサルマナー

検定の導入先や認定者数が増加しており、新たにライブやコンサート会場におけるサポート方法を伝える「ユニ

バーサルマナー検定（村上学縁）」もリリースいたしました。また、障害者雇用の現場で役立つ実践的なコミュ

ニケーション手法など、障害のある社員が活躍するための雇用ノウハウの習得を目的とした「ユニバーサルワー

ク研修 実務編」の提供も開始いたしました。当事業年度末現在におけるユニバーサルマナー検定の認定者数は

30.8万人(前事業年度末より8.3万人増加)と30万人を突破し、多様な方々へ向き合い、一歩を踏み出す人の増加

に繋がっております。また、コミュニケーションサポートにおきましては、聴覚障害のある方々が社会のあらゆ

る場面で円滑にコミュニケーションを行えるよう、遠隔手話通訳専用の「ミライロ・コネクトオンライン手話通

訳サービス」を開始しました。大阪・関西万博の運営参加にも協力し、「ミライロ・コネクトオンライン手話通
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訳サービス」を提供することで、耳の聞こえない、聞こえにくい、また発話が困難な来場者へのサービス向上に

も寄与しました。

　以上の結果、当事業年度の売上高は832,291千円（前事業年度比17.3％増）、営業利益は142,125千円（前事業

年度比21.6％増）、経常利益は123,006千円（前事業年度比1.4％増）、当期純利益は81,472千円（前事業年度比

54.4％減）となっております。

　なお、当社は、バリアバリュー事業の単一セグメントであるため、セグメントの記載は省略しております。

 

③　キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ482,253千円増

加し、904,017千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は179,057千円（前事業年度は137,801千円の獲得）となりました。これは主に、

税引前当期純利益123,006千円、減価償却費31,388千円、助成金の受取額6,703千円、棚卸資産の減少額4,995千

円による資金の増加及び売上債権の増加額11,405千円、未払消費税等の減少額4,792千円による資金の減少によ

るものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は41,025千円（前事業年度は37,912千円の支出）となりました。これは主に、無

形固定資産の取得による支出37,777千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は344,221千円（前事業年度は37,037千円の支出）となりました。これは主に、

株式の発行による収入388,704千円、新株予約権の行使による株式の発行による収入67,200千円、長期借入金の

返済による支出98,608千円によるものであります。

 

④　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当社は、生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

ｂ．受注実績

当社で行う事業は、提供するサービスの性格上、受注実績の記載になじまないため、当該記載を省略してお

ります。

 

ｃ．販売実績

当事業年度の販売実績は、次のとおりであります。

サービスの名称

当事業年度

（自　2024年10月１日

　至　2025年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

ミライロＩＤソリューション 276,155 115.9

ユニバーサルマナー研修及び検定 364,370 122.1

コミュニケーションサポート 191,765 110.9

合計 832,291 117.3

（注）１．当社の事業セグメントは、バリアバリュー事業の単一セグメントであるため、セグメント別の販売実績は記

載しておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績については、総販売実績に対する

割合が10％以上の相手先が存在しないため、記載を省略しております。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①　財政状態の状況に関する認識及び分析・検討内容

当事業年度末の財政状態は、前事業年度末に比べて、総資産額は471,160千円、純資産額は544,895千円増

加しております。

資産、負債、純資産別の財政状態は、前述の「（1）経営成績等の状況の概要　①　財政状態の状況」に記載

のとおりであります。

 

②　経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

当事業年度の経営成績は、「(1) 経営成績等の状況の概要 ②　経営成績の状況」にも記載しております。

（売上高）

売上高は832,291千円（前事業年度比17.3％増）となりました。これは主に、2024年４月の改正障害者差別

解消法施行に伴い、ユニバーサルマナー研修及び検定に関しては、改正法の施行前に役員や従業員に対する知

識習得を図りたいという企業が一定数発生し、大規模な検定の実施に繋がったことによるものであります。ま

た、ミライロＩＤソリューションに関しては、「ミライロＩＤ」の導入事業者数4,214事業者（前事業年度末

より152事業者増加）、ユーザー数55.2万人（前事業年度末より14.7万人増加）となり、ユーザー数は毎月約

１万人が継続的に増加しております。プラットフォームとしての価値がより一層高まったことで、障害者の就

労支援サービスを提供する企業からの広告掲載や、デジタル上での割引決済や認証等を目的としたシステム連

携による継続的な売上が増加しております。

 

（売上原価、売上総利益）

売上原価は275,131千円（前事業年度比10.3％増）となりました。これは主に労務費等の固定費や手話通訳

派遣やモニター派遣などの業務委託費の増加によるものであります。

この結果、売上総利益は557,162千円（前事業年度比21.1％増）となり、売上総利益率は66.9％（前事業年

度比2.0ポイント上昇）となりました。

 

（販売費及び一般管理費、営業利益）

販売費及び一般管理費は、415,034千円（前事業年度比20.9％増）となりました。これは主に労務費等の固

定費やミライロＩＤに係る業務委託費の増加によるものであります。

この結果、営業利益は142,125千円（前事業年度比21.6％増）となり、営業利益率は17.1％（前事業年度比

0.6ポイント上昇）となりました。

 

（営業外損益、経常利益）

営業外収益は、6,122千円（前事業年度比25.4％減）となりました。これは主に助成金収入の減少によるも

のであります。

営業外費用は、25,241千円（前事業年度比575.4％増）となりました。これは主に株式交付費及び上場関連

費用の計上によるものであります。

この結果、経常利益は123,006千円（前事業年度比1.4％増）となり、経常利益率は14.8％（前事業年度比

2.3ポイント減少）となりました。

 

（特別損益、当期純利益）

特別損益は、当事業年度は発生しなかったため、この結果、税引前当期純利益は123,006千円（前事業年度

比1.4％増）となり、法人税、住民税及び事業税18,446千円及び法人税等調整額23,086千円を計上した結果、

当期純利益は81,472千円（前事業年度比54.4％減）となりました。

 

③　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容

キャッシュ・フローの状況は、「(1) 経営成績等の状況の概要 ③　キャッシュ・フローの状況」に記載のと

おりであります。
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④　資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の資本の財源は、第三者割当増資及び金融機関からの借入等を中心に資金調達を行ってまいりましたが、

今後はエクイティファイナンスを合わせて、手元流動性、財務健全性、ＲＯＩ（投資収益率）を総合的に判断

し、資金調達を行ってまいります。

 

⑤　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５ 経理の状況　１ 財務諸表等　（１）財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のとお

りであります。

 

⑥　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等については、「１ 経営方針、経営環境及び対処す

べき課題等　(4) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等」に記載のとおりであります。

 

５【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度に実施した設備投資の総額は42,677千円であります。その主なものは、ミライロＩＤに関連するソフト

ウエア開発費用であります。

なお、当社はバリアバリュー事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

また、当事業年度における重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

なお、当社はバリアバリュー事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

2025年９月30日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

ソフトウエ
ア（千円）

商標権
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

(大阪市淀川区)

本社設備及びソフ

トウエア
800 4,055 71,710 378 16,508 93,454 26（３）

東京支社

(東京都品川区)
事務所設備 1,503 1,611 － － － 3,114 24（３）

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、１日８時間勤務換算による年間平均人員数を（　）外数で

記載しております。

３．帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウエア仮勘定等であります。

４．上記の他、主要な賃借している設備の内容は下記のとおりであります。
事業所名
(所在地)

設備の内容
年間賃料
（千円）

本社

(大阪市淀川区)
事務所用建物 4,013

東京支社

(東京都品川区)
事務所用建物 13,464
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、業界動向、財務状況、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

当社は、バリアバリュー事業の単一セグメントであるため、セグメント別の名称の記載は省略しております。

 

(1）重要な設備の新設

事業所名

（所在地）
設備の内容

投資予定金額
資金調達方

法

着手及び完了予定年月
完成後の増

加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

本社

（大阪市淀川区）

ミライロＩＤ　既

存システムの改修

及び新機能開発等

37,000 4,959
自己資金及

び増資資金
2025年10月 2026年９月 （注）１

本社

（大阪市淀川区）

ミライロコネクト

ＷＥＢＲＴＣ開発

等

6,600 1,868
自己資金及

び増資資金
2025年10月 2026年９月 （注）１

本社

（大阪市淀川区）

ミライロＩＤ　既

存システムの改修

及び新機能開発等

38,800 －
自己資金及

び増資資金

未定

（注）２

未定

（注）２
（注）１

本社

（大阪市淀川区）

ミライロコネクト

ＷＥＢＲＴＣ開発

等

7,200 －
自己資金及

び増資資金

未定

（注）２

未定

（注）２
（注）１

大阪市

（大阪市淀川区）
事務所設備 5,000 －

自己資金及

び増資資金

未定

（注）２

未定

（注）２
（注）１

本社

（大阪市淀川区）

ミライロＩＤ　既

存システムの改修

及び新機能開発等

46,500 －
自己資金及

び増資資金

未定

（注）３

未定

（注）３
（注）１

本社

（大阪市淀川区）

ユニバーサルマ

ナー検定及び研修

コンテンツ改修

19,000 －
自己資金及

び増資金額

未定

（注）３

未定

（注）３

（注）１

 

本社

（大阪市淀川区）

ミライロコネクト

ＷＥＢＲＴＣ開発

等

7,200 －
自己資金及

び増資資金

未定

（注）３

未定

（注）３
（注）１

（注）１．完成後の増加能力については、計数把握が困難であるため、記載を省略しております。

２．着手及び完了予定年月については、2027年９月期を想定しておりますが、未確定であるため、未定となって

おります。

３．着手及び完了予定年月については、2028年９月期を想定しておりますが、未確定であるため、未定となって

おります。

 

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年12月22日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 11,020,100 11,020,100
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

であります。

計 11,020,100 11,020,100 － －

（注）１．当社株式は、2025年３月24日付で、東京証券取引所グロース市場に上場しております。

２．「提出日現在発行数」欄には、2025年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第２回新株予約権

決議年月日 2019年４月８日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　　　　　1

当社従業員　　　　　 41　（注）６

新株予約権の数（個）※ 1,210

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　121,000　（注）１．５

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 16　（注）２．５

新株予約権の行使期間 ※ 自　2021年５月１日　至　2028年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　　16

資本組入額　　　 8（注）５

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）４

※ 当事業年度の末日（2025年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2025年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

（注）１．当社が株式分割（株式無償割当を含む。）または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数

を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株

予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨

てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしくは株式移転を行なう場合又はその

他やむを得ない事由が生じた場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で調整されるも

のとする。

２．当社が株式分割（株式無償割当を含む。）または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が行使価額を下回る払込金額で募集株式の発行または自己株式の処分をする場合(但し、新株予

約権の行使および株式交換による自己株式の移転の場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　既発行　　　調整前　　　 新規発行　　　１株当たり

調整後　＝　株式数　×　行使価額　＋　株式数　　× 　払込金額

行使価額　　　　　　　既発行株式数　　＋　　新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」と読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしくは株式移転を行な

う場合又はその他やむを得ない事由が生じた場合には、行使価額は、合理的な範囲で取締役会決議（取締役

会設置会社でない場合は取締役の決定）により調整されるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）が、当社の取締役、監査役、従業員ま

たは関係協力者、関係協力法人の取締役、監査役、従業員いずれの地位をも喪失した場合、新株予約権

の行使は認められず、当該新株予約権は、会社法第287条の規定により消滅する。ただし、取締役及び

監査役が任期満了により退任した場合、従業員の会社都合による退職その他当社取締役会（取締役会設

置会社でない場合は取締役）が認める正当な事由がある場合は、この限りではない。

②　新株予約権者は、当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場（以下「株式公開」という。）がな

されるまでの期間、及び株式公開から６ヶ月が経過するまでの期間は、新株予約権を行使することがで

きない。

③　新株予約権者は、前各号の条件を充たしたうえで、下記（a）から（d）の期間内において、割り当てら

れた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下「行使可能割合」という。）の個数を上限と
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してこれを行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合

は、これを切り捨てた数とする。

(a) 株式公開日以降：行使可能割合　20％

(b) 株式公開日から１年を経過する日以降：行使可能割合　50％

(c) 株式公開日から２年を経過する日以降：行使可能割合　75％

(d) 株式公開日から３年を経過する日以降：行使可能割合　100％

④　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。

⑤　新株予約権者が当社との間で締結する「新株予約権割当契約書」に違反した場合には新株予約権を行使

できない。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残

存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約

権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

上記２．で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予

約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。

⑦　増加する資本金および資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増

加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨　新株予約権の取得事由

新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社

となる株式交換契約承認もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会

決議が不要の場合は、当社取締役会決議（取締役会設置会社でない場合は取締役の決定）がなされた場

合）は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合は取締役）が別途定める日をもって、当社は無償

で新株予約権を取得することができる。

５．2024年10月22日開催の取締役会決議により、2024年11月８日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が

調整されております。

６．付与対象者の取締役就任、退職等による権利の喪失により、当事業年度末現在の「付与対象者の区分及び人

数」は、当社取締役４名、当社従業員18名、その他１名となっております。
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第３回新株予約権

決議年月日 2021年４月22日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　　1

当社監査役　　　　　　3　（注）７

外部協力者　　　　　　1

新株予約権の数（個）※ 290

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　29,000　（注）２．６

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 250　（注）３．６

新株予約権の行使期間※ 自　2023年５月１日　至　2030年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　255.24

資本組入額　　127.62　（注）６

新株予約権の行使の条件※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）５

※ 当事業年度の末日（2025年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2025年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

（注）１．本新株予約権は、新株予約権１個につき524円にて有償発行しております。

２．当社が株式分割（株式無償割当を含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式

数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない

新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるもの

とする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

また、上記のほか、割当日後に付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合には、当社は

合理的な範囲内で必要となる株式数の調整を行うものとする。

３．当社が普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

また、当社が当社普通株式につき、行使価額を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合

（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 新株発行前の１株当たり払込金額

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「新株発行前の

１株当たり払込金額」を「処分前の１株当たり払込金額」にそれぞれ読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする事由が生じた場合には、当社取締役会の決議

により合理的な範囲内で行使価額の調整を行うものとする。

４．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社の

取締役（社外取締役を含む）、監査役（社外監査役を含む）、従業員もしくは外部協力者の地位にある

ことを要する。ただし、取締役及び監査役が任期満了により退任した場合、従業員の会社都合による退

職その他当社取締役会が認める正当な事由のある場合には、この限りではない。

②　新株予約権者は、当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場（以下「株式公開」という。）がな

されるまでの期間、及び株式公開から６ヶ月が経過するまでの期間は、新株予約権を行使することがで

きない。

③　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
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当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、合併契約、新設合併計画、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

上記３．で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件

上記４．に準じて決定する。

⑦　新株予約権の取得事由及び取得の条件

ⅰ．当社が消滅会社となる合併契約もしくは新設合併計画の議案または当社が完全子会社となる株式交換

契約もしくは株式移転計画の議案につき株主総会で承認された場合は、当社取締役会が別途定める日

をもって、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

ⅱ．新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなったため新株予約権の権利行使ができなく

なった場合、当社取締役会が別途定める日をもって、当社は無償で新株予約権を取得することができ

る。

⑧　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

ⅰ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

るときは、これを切り上げるものとする。

ⅱ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資本

金等増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

６．2024年10月22日開催の取締役会決議により、2024年11月８日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が

調整されております。

７．付与対象者の監査役退任により、当事業年度末現在の「付与対象者の区分及び人数」は、当社取締役１名、

当社監査役１名、その他３名となっております。
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第４回新株予約権

決議年月日 2021年４月22日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　　　　 23　（注）６

新株予約権の数（個）※ 195

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　19,500　（注）１．５

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 250　（注）２．５

新株予約権の行使期間 ※ 自　2023年５月１日　至　2030年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　250

資本組入額　　125　（注）５

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）４

※ 当事業年度の末日（2025年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2025年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

（注）１．当社が株式分割（株式無償割当を含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式

数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない

新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるもの

とする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

また、上記のほか、割当日後に付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合には、当社は

合理的な範囲内で必要となる株式数の調整を行うものとする。

２．当社が普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

また、当社が当社普通株式につき、行使価額を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合

（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 新株発行前の１株当たり払込金額

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「新株発行前の

１株当たり払込金額」を「処分前の１株当たり払込金額」にそれぞれ読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする事由が生じた場合には、当社取締役会の決議

により合理的な範囲内で行使価額の調整を行うものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社の

取締役（社外取締役を含む）、監査役（社外監査役を含む）もしくは従業員の地位にあることを要す

る。ただし、取締役及び監査役が任期満了により退任した場合、従業員の会社都合による退職その他当

社取締役会が認める正当な事由のある場合には、この限りではない。

②　新株予約権者は、当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場（以下「株式公開」という。）がな

されるまでの期間、及び株式公開から６ヶ月が経過するまでの期間は、新株予約権を行使することがで

きない。

③　新株予約権者は、前各号の条件を充たしたうえで、下記（a）から（d）の期間内において、割り当てら

れた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下「行使可能割合」という。）の個数を上限と

してこれを行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合

は、これを切り捨てた数とする。
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(a) 株式公開日以降：行使可能割合　20％

(b) 株式公開日から１年を経過する日以降：行使可能割合　50％

(c) 株式公開日から２年を経過する日以降：行使可能割合　75％

(d) 株式公開日から３年を経過する日以降：行使可能割合　100％

④　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、合併契約、新設合併計画、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

上記２．で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予

約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。

⑦　新株予約権の取得事由及び取得の条件

ⅰ．当社が消滅会社となる合併契約もしくは新設合併計画の議案または当社が完全子会社となる株式交換

契約もしくは株式移転計画の議案につき株主総会で承認された場合は、当社取締役会が別途定める日

をもって、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

ⅱ．新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなったため新株予約権の権利行使ができなく

なった場合、当社取締役会が別途定める日をもって、当社は無償で新株予約権を取得することができ

る。

⑧　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

ⅰ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

るときは、これを切り上げるものとする。

ⅱ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資本

金等増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５．2024年10月22日開催の取締役会決議により、2024年11月８日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が

調整されております。

６．付与対象者の監査役就任、退職等による権利の喪失等により、当事業年度末現在の「付与対象者の区分及び

人数」は、当社取締役３名、当社監査役１名、当社従業員８名となっております。
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第５回新株予約権

決議年月日 2023年７月21日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　　3

当社監査役　　　　　　2

当社従業員　　　　　 10　（注）６

新株予約権の数（個）※ 330

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　33,000（注）１．５

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 260　（注）２．５

新株予約権の行使期間 ※ 自　2025年９月１日　至　2033年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　260

資本組入額　　130　（注）５

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）４

※ 当事業年度の末日（2025年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2025年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

（注）１．当社が株式分割（株式無償割当を含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式

数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない

新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるもの

とする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

また、上記のほか、割当日後に付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合には、当社は

合理的な範囲内で必要となる株式数の調整を行うものとする。

２．当社が普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

また、当社が当社普通株式につき、行使価額を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合

（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 新株発行前の１株当たり払込金額

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「新株発行前の

１株当たり払込金額」を「処分前の１株当たり払込金額」にそれぞれ読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする事由が生じた場合には、当社取締役会の決議

により合理的な範囲内で行使価額の調整を行うものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社の

取締役（社外取締役を含む）、監査役（社外監査役を含む）もしくは従業員の地位にあることを要す

る。ただし、取締役及び監査役が任期満了により退任した場合、従業員の会社都合による退職その他当

社取締役会が認める正当な事由のある場合には、この限りではない。

②　新株予約権者は、当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場（以下「株式公開」という。）がな

されるまでの期間、及び株式公開から６ヶ月が経過するまでの期間は、新株予約権を行使することがで

きない。

③　新株予約権者は、前各号の条件を充たしたうえで、下記（a）から（d）の期間内において、割り当てら

れた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下「行使可能割合」という。）の個数を上限と

してこれを行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合

は、これを切り捨てた数とする。
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(a) 株式公開日以降：行使可能割合　20％

(b) 株式公開日から１年を経過する日以降：行使可能割合　50％

(c) 株式公開日から２年を経過する日以降：行使可能割合　75％

(d) 株式公開日から３年を経過する日以降：行使可能割合　100％

④　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、合併契約、新設合併計画、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

上記２．で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予

約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。

⑦　新株予約権の取得事由及び取得の条件

ⅰ．当社が消滅会社となる合併契約もしくは新設合併計画の議案または当社が完全子会社となる株式交換

契約もしくは株式移転計画の議案につき株主総会で承認された場合は、当社取締役会が別途定める日

をもって、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

ⅱ．新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなったため新株予約権の権利行使ができなく

なった場合、当社取締役会が別途定める日をもって、当社は無償で新株予約権を取得することができ

る。

⑧　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

ⅰ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

るときは、これを切り上げるものとする。

ⅱ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資本

金等増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５．2024年10月22日開催の取締役会決議により、2024年11月８日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が

調整されております。

６．付与対象者の退職による権利の喪失により、当事業年度末現在の「付与対象者の区分及び人数」は、当社取

締役３名、当社監査役２名、当社従業員９名となっております。
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②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年２月10日

（注）１
11,200 47,600 140,000 149,600 140,000 140,000

2021年３月31日

（注）２
800 48,400 10,000 159,600 10,000 150,000

2023年２月28日

（注）３
－ 48,400 △129,600 30,000 △130,000 20,000

2023年５月10日

（注）４
3,080 51,480 40,040 70,040 40,040 60,040

2023年７月20日

（注）５
770 52,250 10,010 80,050 10,010 70,050

2024年11月８日

（注）６
5,172,750 5,225,000 － 80,050 － 70,050

2025年１月14日
（注）７

4,000,000 9,225,000 32,540 112,590 32,540 102,590

2025年３月21日

（注）８
1,250,000 10,475,000 155,250 267,840 155,250 257,840

2025年４月23日

（注）９
345,100 10,820,100 42,861 310,701 42,861 300,701

2025年９月11日

（注）７
200,000 11,020,100 1,627 312,328 1,627 302,328

（注）１．有償第三者割当　　　　　11,200株

発行価格　　25,000円

資本組入額　12,500円

主な割当先　大阪市高速電気軌道株式会社、住友林業株式会社、ヤマトホールディングス株

式会社、他５社、３名

２．有償第三者割当　　　　　800株

発行価格　　25,000円

資本組入額　12,500円

割当先　　　日本生命保険相互会社、三菱地所株式会社

３．2022年12月19日開催の第13期定時株主総会決議に基づき、今後の資本政策の柔軟性・機動性を確保すること

を目的として、資本金129,600千円（減資割合81.2％）及び資本準備金130,000千円（減資割合86.7％）を減

少させ、その他資本剰余金に振替えた後、欠損填補を行っております。

４．有償第三者割当　　　　　3,080株

発行価格　　26,000円

資本組入額　13,000円

割当先　　　花王株式会社、株式会社カヤック、株式会社三菱ＵＦＪ銀行

５．有償第三者割当　　　　　770株

発行価格　　　26,000円

資本組入額　　13,000円

割当先　　　　ソニーグループ株式会社

６．株式分割（１：100）によるものであります。

７．新株予約権の行使による増加であります。

８．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　270円

引受価額　　　 248.40円

資本組入額　　 124.20円

払込金総額　　310,500千円

９．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　248.40円

資本組入額　　124.20円

割当先　　　　ＳＭＢＣ日興証券株式会社
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（５）【所有者別状況】

       2025年９月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 5 23 32 17 14 5,480 5,571 －

所有株式数

（単元）
－ 4,376 2,835 11,307 621 39 90,964 110,142 5,900

所有株式数の割

合（％）
－ 3.97 2.57 10.27 0.56 0.04 82.59 100.00 －

 

（６）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

垣内　俊哉 東京都品川区 3,080,000 27.95

民野　剛郎 大阪市淀川区 3,060,000 27.77

谷間　真 大阪市西区 208,000 1.89

大阪市高速電気軌道株式会社 大阪市西区九条南一丁目12番62 200,000 1.81

住友林業株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 200,000 1.81

ヤマトホールディングス株式会社 東京都中央区銀座二丁目16番10号 200,000 1.81

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 192,000 1.74

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 165,400 1.50

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６番21号 146,900 1.33

さくらインターネット株式会社

 

大阪市北区大深町６番38号グラングリー

ン大阪北館ＪＡＭ ＢＡＳＥ ３Ｆ
120,000 1.09

株式会社ゼンリンデータコム

 

東京都港区芝浦三丁目１番１号 msb

Tamachi田町ステーションタワーＮ22階
120,000 1.09

計 － 7,692,300 69.80
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,014,200 110,142

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 5,900 － －

発行済株式総数  11,020,100 － －

総株主の議決権  － 110,142 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題であると認識しておりますが、将来の事業展開と財務体質強化の

ための必要な内部留保の確保を優先し、創業来配当は実施しておりません。

今後につきましては、配当可能利益の状況、経営成績、財政状態及び事業投資の必要性等を総合的に勘案のうえ、

配当の実施を検討する方針としておりますが、現時点において、配当実施の可能性及び実施時期については未定であ

ります。

内部留保資金については、今後予想される経営環境の変化に対応できる経営体制強化及び事業拡大のための設備投

資等に有効に活用する方針であります。

当社が剰余金の配当を行う場合は、中間配当及び期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針と考えて

おります。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であり

ます。なお、当社は、取締役会の決議によって毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に

定めております。

 

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、すべてのステークホルダーを尊重し、経営の健全性及び透明性を高めるために、迅速で合理的な意

思決定体制、適切な業務執行を可能とする社内体制を構築し、企業価値向上を目指すことを、コーポレート・

ガバナンスの基本方針としております。

また、社会的信頼に応え、誠実な企業運営を行い、持続的な成長及び長期的な発展を遂げることが重要であ

ると考え、更なるコーポレート・ガバナンスの充実・強化に努めてまいります。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は会社法に基づく機関として株主総会、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置しております。併せ

て代表取締役社長が内部監査担当者３名を指名し、内部監査を実施することで、内部統制システムの整備及び

リスク管理体制の整備を行っております。

取締役による取締役会が経営の基本方針や重要な業務の執行を自ら決定・監督し、経営から独立した立場の

監査役が取締役の職務執行を監査する体制が、経営の効率性と健全性を確保し有効であると判断し、監査役会

設置会社を採用しております。なお、当社は執行役員を設けています。

 

ａ．取締役会

有価証券報告書提出日現在、当社の取締役会は、代表取締役社長垣内俊哉が議長を務め、民野剛郎、橋本

寛之、井原充貴、森田啓、梶尾武志、谷間真（社外取締役）の取締役７名（うち社外取締役１名）で構成さ

れております。（2025年12月23日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役６名選任の

件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、取締役は６名（内、社外取締役２名）となります。

構成員については、後記「（２）役員の状況①ｂ．」をご参照ください。）月１回の定時取締役会の他、必

要に応じて臨時取締役会を開催することで、迅速な意思決定を行える体制としております。取締役会は法

令・定款で定められた事項、経営方針、事業計画及び経営上の重要事項を決定するとともに、取締役の業務

執行状況を監督しております。また、社外取締役は、幅広い経験に基づいた的確な経営意思決定に関する助

言と社外からの経営監視を行っております。さらに、取締役会にはすべての監査役も出席し、適宜意見を述

べることで経営に関する適正な牽制機能が果たされております。

 

ｂ．監査役会

当社は、監査役会制度を採用しております。有価証券報告書提出日現在、当社の監査役会は、常勤監査役

川戸尋士が議長を務め、非常勤監査役笠原努（社外監査役）、非常勤監査役根來伸旭（社外監査役）の監査

役３名（うち社外監査役２名）で構成されております。月１回の定時監査役会の他、必要に応じて臨時監査

役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状況、監査結果等の検討等、監査役相互の情報共有を図っており

ます。監査役は、客観的・中立的な立場から取締役の業務職務を監視すべく、監査役３名のうち２名を社外

監査役としており、取締役会のほか、社内の重要な会議に出席し、必要に応じて意見陳述を行うなど、常に

取締役の業務執行を監視できる体制となっております。また、監査役は、内部監査担当者及び会計監査人と

緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。
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ｃ．内部監査担当

当社の内部監査は、代表取締役社長が指名した３名の内部監査担当者が、「内部監査規程」に基づき内部

監査計画を策定し、取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款及び社内規程等に適合し、効果的かつ効率

的に行われていることを確認しております。

 

ｄ．会計監査人

当社は、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、同監査法人より適時適切な監査が実施されてお

ります。

 

ｅ．リスク管理委員会

当社は、リスク管理について協議・検討する組織として、リスク管理委員会を設置しております。リスク

管理委員会は、代表取締役社長垣内俊哉を委員長とし、民野剛郎、橋本寛之、井原充貴、森田啓、梶尾武

志、谷間真（社外取締役）の取締役７名（うち社外取締役１名）及び川戸尋士、笠原努（社外監査役）、根

來伸旭（社外監査役）の監査役３名（うち社外監査役２名）を委員として構成し、原則３ヶ月に１回開催し

ております。（2025年12月23日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役６名選任の

件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、取締役は６名（内、社外取締役２名）となります。

構成員については、後記「（２）役員の状況①ｂ．」をご参照ください。）当社に物理的、経済的または信

用上の不利益や損失を生じさせる可能性のあるあらゆるリスクを想定して、それに対する管理体制を整備、

構築することで、適切なリスク対応を図っております。

 

ｆ．コンプライアンス委員会

当社は、コンプライアンス管理について協議・検討する組織として、コンプライアンス委員会を設置して

おります。コンプライアンス委員会は、代表取締役社長垣内俊哉を委員長とし、民野剛郎、橋本寛之、井原

充貴、森田啓、梶尾武志、谷間真（社外取締役）の取締役７名（うち社外取締役１名）及び川戸尋士、笠原

努（社外監査役）、根來伸旭（社外監査役）の監査役３名（うち社外監査役２名）を委員として構成し、原

則３ヶ月に１回開催しております。（2025年12月23日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、

「取締役６名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、取締役は６名（内、社外取締役

２名）となります。構成員については、後記「（２）役員の状況①ｂ．」をご参照ください。）コンプライ

アンスにおける基本方針や計画及び体制の策定に関する事項等について報告及び協議を行い、全社的なコン

プライアンス体制の強化を図っております。

 

当社におけるコーポレート・ガバナンスの体制は以下のとおりであります。

③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの基本方針

当社は、経営の透明性及び業務の適正性を確保するための組織体制構築が重要であるという考えのもと、

取締役会において、以下の「内部統制システムに関する基本方針」を決定し、内部統制システムの体制の整

備、運用を行っております。
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１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a) 取締役及び使用人の職務の適法性を確保するため、「コンプライアンス規程」を制定するとともに、コ

ンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスの推進及び維持向上を図る。

(b) 取締役は、会社経営に係る重要事項及び職務の執行状況を取締役会に報告して情報共有を図り、それに

関する意見を交換することにより、取締役会による取締役の職務執行の監督を充実させる。

(c) 取締役会は、取締役会に付議された議案について十分に審議される体制をとり、会社の業務執行に関す

る意思決定が法令及び定款に適合することを確保する。

(d) 取締役及び使用人が法令違反その他法令上疑義のある行為等を発見した場合には、適切に対応するた

め、「内部通報規程」を制定し運用する。

(e) 取締役及び使用人の職務の執行の適正性を確保するため、内部監査担当者は、「内部監査規程」に基づ

き内部監査を実施する。

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a) 取締役の職務の執行に関する情報又は文書（電磁的記録も含む）については、「文書管理規程」等に基

づき適切に記録、保存及び管理する。

(b) 取締役、監査役その他関係者は、その職務遂行の必要に応じて上記の書類等を閲覧できるものとする。

 

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) 事業に関する損失の危険、不測の事態に対応すべく「リスク管理規程」を制定し、全社に周知・徹底す

るとともに、リスクの早期発見と未然防止に努める。

(b) リスク管理委員会を設置し、組織横断的にリスクマネジメントの計画、推進、進捗及び課題等の審議・

管理を行う。

(c) 経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項については、取締役会にお

いて報告する。

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 定時取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うため、必要に応じて臨時取締役会を開

催するものとし、適切な職務の執行が行える体制を確保する。

(b) 取締役会の決定に基づく職務の執行については、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規

程」等を遵守し、適正かつ効率的に職務の執行が行える体制を構築する。

 

５．当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループは、企業集団全体で内部統制の徹底を図るための体制を整備することとする。

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

(a) 監査役が監査役の業務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、補助使用人を設置する。

(b) 当該使用人の選任、解任、異動等には、監査役会の同意を要するものとし、当該使用人の取締役からの

独立性及び監査役会の指示の実効性の確保に努める。

(c) 当該使用人は、監査役が指定する補助すべき期間中は、監査役の指示に従い職務を遂行し、取締役の指

揮命令を受けないものとする。

 

７．取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(a) 取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼす恐れ

のある事実を知ったときには、速やかに監査役に報告する。

(b) 監査役へ報告を行った取締役及び使用人が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ものとする。

(c) 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会、その他の重要な会議

に出席し、意見を述べるとともに、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めること及び必要な書類

の閲覧を行うことができる。
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８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役は取締役会及びその他

の重要な会議に出席することができる。

(b) 監査役は、代表取締役、取締役、内部監査担当者及び会計監査人と必要に応じて意見交換を実施できる

ものとする。

(c) 当社は、監査役がその職務の執行のために生じる合理的な費用の前払または償還等の請求をしたとき

は、速やかに当該費用または債務を処理するものとする。

 

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するために、財務報告に係る当社グループの内部統制の整備及び運用の体制を構

築し、適正に機能していることを継続的に評価し、必要に応じて是正を行うものとする。

 

10．反社会的勢力排除のための体制

(a) 当社グループは、反社会的勢力との関係を遮断し、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力や団体に

は、毅然とした態度で対応する。

(b) 反社会的勢力による不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対しては、顧問弁護士、警察等の外部専門機関

と連携し、組織的に対応するものとする。

 

ロ．リスク管理体制の整備状況

当社は、持続的な成長を確保するため、「リスク管理規程」を制定し、全社的なリスク管理体制の強化を

図っております。この規程は、当社が直面する、あるいは将来発生する可能性のあるリスクを識別し、識別

したリスクに対して組織的かつ適切な予防策を講じることによりリスク発生の防止と、万一リスクが発生し

た場合でも適切な対応により損害を最小限にとどめることで、会社としての社会的責任を果たし、企業価値

の維持・向上を図ることを目的としております。

会社におけるリスク管理の推進のため、四半期ごとに取締役及び監査役から構成されるリスク管理委員会

を開催し、リスク管理に関する報告等を行っております。さらに重大なリスクに繋がると判断した場合は、

必要に応じて取締役会に付議することとしております。また、必要に応じて弁護士、公認会計士、税理士、

社会保険労務士等の外部専門家の助言を受けられる体制を整えており、リスクの未然防止と早期発見に努め

ております。

また、内部監査担当者が、リスク管理体制全般の適切性、有効性を検証しております。

 

ハ．コンプライアンス体制の整備状況

当社は、企業価値の持続的向上のためには、全社的なコンプライアンス体制の強化・推進が必要不可欠で

あると認識し、「コンプライアンス規程」を制定し、その周知徹底と遵守に努めております。経営管理部が

主導となり、外部専門家（弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等）から関係法令等の改廃につい

ての動向、内容及び解釈などの情報を受領することで、定期的に知識をアップデートしております。また、

取得した内容については、社内の関連部署へ情報共有し、周知を行っております。

コンプライアンスの推進のため、四半期ごとに取締役及び監査役から構成されるコンプライアンス委員会

を開催しております。法令違反その他のコンプライアンスに関する社内相談・報告体制を構築しており、全

役職員が法令等を遵守した行動、高い倫理観をもった行動をとることを周知徹底しております。

また、組織的または個人的な法令違反・会社規程違反等に関する従業員等からの相談または通報に対する

適正な処理の仕組みを定め、不正行為等の早期発見と是正を図るため、「内部通報規程」を制定し、コンプ

ライアンスの強化を図っております。

 

ニ．取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めております。

 

ホ．取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
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へ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運

営を行うことを目的とするものであります。

 

ト．中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年３月31日を基準日として中間

配当をすることができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするため

であります。

 

チ．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取

得することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂

行を可能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

リ．取締役、監査役及び会計監査人の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、同法第423条第１項の行為に関する取締役（取締役であった

者を含む。）、監査役（監査役であった者を含む。）及び会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の

損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めてお

ります。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役

割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

ヌ．責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査

役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する旨の契約を締結することができる旨を定款に

定めており、社外取締役及び監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額を限度としております。なお、当該責任限定が認められているのは、当該社外取締役または監査役が責

任の原因となった職務執行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

ル．取締役会の活動の状況

当事業年度（2025年９月期）において、当社は取締役会を定例で月１回開催しており、他臨時で開催した

取締役会を含め、個々の取締役の出席状況については次のとおりであります。

役職 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 垣内　俊哉 19 19

取締役副社長 民野　剛郎 19 19

取締役 橋本　寛之 19 19

取締役 井原　充貴 19 19

取締役 森田　啓 19 19

取締役 梶尾　武志 19 19

社外取締役 谷間　真 19 19

 

取締役会における具体的な検討内容として、決算等財務関連、サービス別の活動状況、組織・人事関連、

サステナビリティ関連、その他経営上の重要事項等について決議を行いました。
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（２）【役員の状況】

①　2025年12月22日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりです。

ａ．役員一覧

男性　10名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 垣内　俊哉 1989年４月14日生

2010年６月　当社代表取締役社長（現任）

2013年８月　一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会

代表理事（現任）

2016年４月　一般財団法人バリアバリュー財団理事長

2022年６月　レオス・キャピタルワークス㈱社外取締役

2024年４月　ＳＢＩレオスひふみ㈱社外取締役

（注）３ 3,080,000

取締役副社長

経営管理部長
民野　剛郎 1989年11月11日生

2010年６月　当社取締役副社長

2013年８月　一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会

理事（現任）

2016年４月　一般財団法人バリアバリュー財団評議員

2020年７月　当社取締役副社長　コーポレート本部長

2022年10月　当社取締役副社長　経営管理部長（現任）

（注）３ 3,060,000

取締役

営業部長
橋本　寛之 1982年１月26日生

2004年４月　トータルトラスト管財㈱入社

2006年11月　㈱バンタン入社

2017年４月　当社入社

2020年７月　当社ソリューション本部長

2021年４月　当社取締役ソリューション本部長

2022年10月　当社取締役営業部長（現任）

（注）３ －

取締役

ＩＴソリューション部

長兼社長室長

井原　充貴 1988年８月13日生

2011年４月　㈱みずほ銀行入社

2014年５月　特定非営利活動法人ブレーンヒューマニ

ティー入社

2015年６月　当社入社

2016年４月　一般財団法人バリアバリュー財団評議員

2020年７月　当社ＩＴソリューション部長

2022年12月　当社取締役ＩＴソリューション部長

2025年10月　当社取締役ＩＴソリューション部長兼社長

　　　　　　室長（現任）

（注）３ －

取締役

ビジネスソリューショ

ン部長

森田　啓 1986年１月１日生

2008年４月　ソフトバンク・モバイル㈱入社

2014年７月　㈱星野リゾート・マネジメント入社

2016年１月　当社入社

2016年４月　一般財団法人バリアバリュー財団評議員

2020年７月　当社ビジネスソリューション部長

2022年12月　当社取締役ビジネスソリューション部長

　　　　　　（現任）

（注）３ －

取締役

経営企画部長
梶尾　武志 1991年１月８日生

2015年４月　㈱マザーハウス入社

2016年４月　当社入社

2020年７月　当社営業・マーケティング部長

2021年２月　㈱こさじ取締役（現任）

2021年10月　当社経営企画部長

2022年12月　当社取締役経営企画部長（現任）

（注）３ －

 

EDINET提出書類

株式会社ミライロ(E40477)

有価証券報告書

42/83



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 谷間　真 1971年10月６日生

1997年１月　公認会計士谷間真事務所開業

1999年５月　㈱ディー・ブレイン関西代表取締役

2002年７月　㈱ザッパラス監査役

2002年８月　㈱プロ・クエスト代表取締役

2004年10月　㈱バルニバービ社外取締役

2004年11月　㈱関門海取締役

2005年７月　㈱ザッパラス取締役

2007年４月　㈱関門海代表取締役

2012年２月　㈱T-REVIVEコンサルティング代表取締役

（現任）

2013年３月　㈱セントリス・コーポレートアドバイザ

リー代表取締役（現任）

2013年10月　㈱キャリア監査役

2014年５月　㈱アクリート社外取締役

2014年７月　㈱ザッパラス監査役

2015年12月　㈱キャリア社外取締役

2015年12月　㈱日本医療機器開発機構（現サナメディ

㈱）社外監査役（現任）

2017年３月　㈱ＦＲＥＥＭＩＮＤ社外取締役（現任）

2017年７月　㈱ザッパラス社外取締役監査等委員

2018年１月　シンフォニーマーケティング㈱社外取締役

（現任）

2018年６月　㈱ココカラファイン（現㈱ココカラファイ

ングループ）社外取締役

2018年８月　メディカルフィットネスラボラトリー㈱

（現ＣＡＰＳ㈱）社外取締役

2019年12月　当社社外取締役（現任）

2020年７月　monoAI technology㈱社外取締役（現任）

2021年10月　㈱マツキヨココカラ＆カンパニー社外取締

役

2024年９月　㈱アンビシャス社外取締役（現任）

（注）３ 208,000

常勤監査役 川戸　尋士 1989年12月７日生

2012年４月　㈱日本経営入社

2018年１月　ＷＩＬＬＥＲ㈱入社

2021年１月　当社入社　経営管理部

2023年７月　当社監査役（現任）

（注）４ －

監査役 笠原　努 1969年５月９日生

1992年10月　センチュリー監査法人（現EY新日本有限責

任監査法人）入社

1997年２月　㈱キャピタル・アセット・プランニング入

社

1999年11月　同社取締役

2003年３月　笠原公認会計士事務所開業（現任）

2004年４月　㈲ビーンカウンター（現㈱Cosmos Global

Consulting）代表取締役（現任）

2004年８月　税理士法人ウィン（現アルファ税理士法

人）代表社員

2007年９月　こすもす税理士法人社員

2013年４月　オリエンテクス・ジェネラルマネジメント

合同会社代表社員（現任）

2015年６月　㈱大都社外取締役（現任）

2018年12月　税理士法人石橋・笠原事務所社員（現任）

2021年１月　当社社外監査役（現任）

2023年８月　一般社団法人心緑海理事（現任）

（注）４ －

監査役 根來　伸旭 1984年11月10日生

2015年１月　㈱Ｇ-７ホールディングス入社

2015年２月　弁護士登録

2015年12月　弁護士法人マーキュリー・ジェネラル入所

2019年２月　イデアカード㈱社外取締役（現任）

2020年４月　弁護士法人マーキュリー・ジェネラル社員

弁護士（現任）

2021年４月　知能技術㈱社外取締役（現任）

2022年12月　当社社外監査役（現任）

（注）４ －

計 6,348,000
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（注）１．取締役谷間真は、社外取締役であります。

２．監査役笠原努及び根來伸旭は、社外監査役であります。

３．2024年12月24日開催の定時株主総会終結の時から、2026年９月期に係る定時株主総会の終結の時までであり

ます。

４．2024年12月24日開催の定時株主総会終結の時から、2028年９月期に係る定時株主総会の終結の時までであり

ます。

５．当社では多様な人材の幹部社員への登用機会を拡大し、次世代の経営人材の育成を図るとともに、組織の活

性化及び業務執行の迅速化を図るため、2025年10月より新たに執行役員制度を導入しております。執行役員

は次のとおりであります。

氏名 職位 管掌範囲

神田　珠希 執行役員　アカウント推進部長 アカウント推進部

福島　直人 執行役員　コネクト部長 コネクト部

 

ｂ．社外役員の状況

当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針を定めておりませんが、

会社法の社外取締役及び社外監査役の要件に加え、東京証券取引所が定めている独立役員の独立性に関する基

準等を参考として、豊富な経験や見識、専門的な知識を備えるとともに、当社から独立した立場で客観的かつ

適切な監督・監査が遂行できるかということを重視して、個別に判断しております。

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

社外取締役及び社外監査役は、業務執行の適法性、妥当性を客観的に評価是正する機能を有しており、企業

経営の透明性を高めるために重要な役割を担っております。また、取締役会等の社内の重要な会議体に出席

し、豊富な経験と専門的な知見から取締役会等の意思決定における適正性を確保するため、経営陣から独立し

た中立的な立場で、助言・提言を行っております。

社外取締役の谷間真は、公認会計士及び会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、公正か

つ客観的な見地からの的確な助言によって、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に寄与するものと判断

し、社外取締役に選任しております。なお、当社普通株式208,000株を有しておりますが、それ以外に当社と

の間で、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役である笠原努は、公認会計士・税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、その

専門的知識や経験を当社の監査体制に活かすことが期待できることから、社外監査役に選任しております。な

お、当社新株予約権10個（1,000株）を有しておりますが、それ以外に当社との間で、人的関係、資本的関係

または取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役である根來伸旭は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の監査体制の一

層の強化を図るための客観的かつ公正な立場での取締役の職務執行の監査が期待できることから、社外監査役

に選任しております。なお、当社新株予約権10個（1,000株）を有しておりますが、それ以外に当社との間

で、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

 

ｃ．社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係

社外取締役については、定期的に常勤監査役及び内部監査担当者から内部監査の状況や監査役監査の状況及

び会計監査の状況等について情報共有しております。

社外監査役については、毎月開催される監査役会において常勤監査役から監査役監査の状況、内部監査の状

況及び会計監査の状況等についての情報共有を行っております。

なお、監査役会は、会計監査人より品質管理体制、監査計画、職務遂行状況及びその監査結果などについて

適宜及び定期的に報告を受け、情報及び意見の交換を行っております。また、常勤監査役は、会計監査人の監

査に立ち会うなどして会計監査人の職務の遂行状況を監視し、その結果を監査役会に報告するほか、必要に応

じて会計監査人と個別の課題について情報及び意見の交換を行っております。また、監査役会は、内部監査担

当者より監査計画、職務遂行状況及びその監査結果などについて定期的に報告を受け、情報及び意見の交換を

行っております。

さらに、監査役会、内部監査担当者及び会計監査人は緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上に努

めております。
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②　2025年12月23日開催予定の定時株主総会の議案［決議事項］として、「取締役６名選任の件」を提案してお

り、当該議案が承認可決されますと、当社の役員の状況は以下のとおりとなる予定です。なお、役員の役職等に

つきましては、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容（役職等）を含めて記載

しております。

ａ．役員一覧

男性　9名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 垣内　俊哉 1989年４月14日生

2010年６月　当社代表取締役社長（現任）

2013年８月　一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会

　　　　　　代表理事（現任）

2016年４月　一般財団法人バリアバリュー財団理事長

2022年６月　レオス・キャピタルワークス㈱社外取締役

2024年４月　ＳＢＩレオスひふみ㈱社外取締役

（注）３ 3,080,000

取締役副社長

マーケティング本部

長

民野　剛郎 1989年11月11日生

2010年６月　当社取締役副社長

2013年８月　一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会

　　　　　　理事（現任）

2016年４月　一般財団法人バリアバリュー財団評議員

2020年７月　当社取締役副社長　コーポレート本部長

2022年10月　当社取締役副社長　経営管理部長

2025年12月　当社取締役副社長　マーケティング本部長

　　　　　　（現任）

（注）３ 3,060,000

取締役

ＩＴソリューション

部長兼社長室長

井原　充貴 1988年８月13日生

2011年４月　㈱みずほ銀行入社

2014年５月　特定非営利活動法人ブレーンヒューマニテ

　　　　　　ィー入社

2015年６月　当社入社

2016年４月　一般財団法人バリアバリュー財団評議員

2020年７月　当社ＩＴソリューション部長

2022年12月　当社取締役ＩＴソリューション部長

2025年10月　当社取締役ＩＴソリューション部長兼社長

　　　　　　室長（現任）

（注）３ －

取締役

コーポレート部長
梶尾　武志 1991年１月８日生

2015年４月　㈱マザーハウス入社

2016年４月　当社入社

2020年７月　当社営業・マーケティング部長

2021年２月　㈱こさじ取締役（現任）

2021年10月　当社経営企画部長

2022年12月　当社取締役経営企画部長

2025年12月　当社取締役コーポレート部長（現任）

（注）３ －
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取締役 谷間　真 1971年10月６日生

1997年１月　公認会計士谷間真事務所開業

1999年５月　㈱ディー・ブレイン関西代表取締役

2002年７月　㈱ザッパラス監査役

2002年８月　㈱プロ・クエスト代表取締役

2004年10月　㈱バルニバービ社外取締役

2004年11月　㈱関門海取締役

2005年７月　㈱ザッパラス取締役

2007年４月　㈱関門海代表取締役

2012年２月　㈱T-REVIVEコンサルティング代表取締役

　　　　　　（現任）

2013年３月　㈱セントリス・コーポレートアドバイザリ

　　　　　　ー代表取締役（現任）

2013年10月　㈱キャリア監査役

2014年５月　㈱アクリート社外取締役

2014年７月　㈱ザッパラス監査役

2015年12月　㈱キャリア社外取締役

2015年12月　㈱日本医療機器開発機構（現サナメディ

　　　　　　㈱）社外監査役（現任）

2017年３月　㈱ＦＲＥＥＭＩＮＤ社外取締役（現任）

2017年７月　㈱ザッパラス社外取締役監査等委員

2018年１月　シンフォニーマーケティング㈱社外取締役

　　　　　　（現任）

2018年６月　㈱ココカラファイン（現㈱ココカラファイ

　　　　　　ングループ）社外取締役

2018年８月　メディカルフィットネスラボラトリー㈱

　　　　　　（現ＣＡＰＳ㈱）社外取締役

2019年12月　当社社外取締役（現任）

2020年７月　monoAI technology㈱社外取締役（現任）

2021年10月　㈱マツキヨココカラ＆カンパニー社外取締

　　　　　　役

2024年９月　㈱アンビシャス社外取締役（現任）

（注）３ 208,000

取締役 鶴谷　武親 1965年８月13日生

1990年４月　セコム㈱入社

1995年８月　デジタルハリウッド㈱取締役

1996年４月　ポリゴンマジック㈱取締役

1999年９月　フューチャーインスティテュート㈱

　　　　　　代表取締役

2008年１月　ポリゴンマジック㈱代表取締役（現任）

2012年６月　ジープラ㈱代表取締役（現任）

2014年12月　メディカルフィットネスラボラトリー㈱

　　　　　　（現ＣＡＰＳ㈱）代表取締役（現任）

2015年10月　医療法人社団ナイズ理事

2016年６月　フューチャーインスティテュート㈱

　　　　　　取締役（現任）

2025年12月　当社社外取締役（現任）

（注）３ －

常勤監査役 川戸　尋士 1989年12月７日生

2012年４月　㈱日本経営入社

2018年１月　ＷＩＬＬＥＲ㈱入社

2021年１月　当社入社　経営管理部

2023年７月　当社監査役（現任）

（注）４ －

監査役 笠原　努 1969年５月９日生

1992年10月　センチュリー監査法人（現EY新日本有限責

　　　　　　任監査法人）入社

1997年２月　㈱キャピタル・アセット・プランニング入

　　　　　　社

1999年11月　同社取締役

2003年３月　笠原公認会計士事務所開業（現任）

2004年４月　㈲ビーンカウンター（現㈱Cosmos Global

　　　　　　Consulting）代表取締役（現任）

2004年８月　税理士法人ウィン（現アルファ税理士法

　　　　　　人）代表社員

2007年９月　こすもす税理士法人社員

2013年４月　オリエンテクス・ジェネラルマネジメント

　　　　　　合同会社代表社員（現任）

2015年６月　㈱大都社外取締役（現任）

2018年12月　税理士法人石橋・笠原事務所社員（現任）

2021年１月　当社社外監査役（現任）

2023年８月　一般社団法人心緑海理事（現任）

（注）４ －
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監査役 根來　伸旭 1984年11月10日生

2015年１月　㈱Ｇ-７ホールディングス入社

2015年２月　弁護士登録

2015年12月　弁護士法人マーキュリー・ジェネラル入所

2019年２月　イデアカード㈱社外取締役（現任）

2020年４月　弁護士法人マーキュリー・ジェネラル社員

　　　　　　弁護士（現任）

2021年４月　知能技術㈱社外取締役（現任）

2022年12月　当社社外監査役（現任）

（注）４ －

計 6,348,000

（注）１．取締役谷間真及び鶴谷武親は、社外取締役であります。

２．監査役笠原努及び根來伸旭は、社外監査役であります。

３．2025年12月23日開催予定の定時株主総会に提案しております「定款一部変更の件」が承認可決され、その効

力を生じますと、2025年12月23日開催の定時株主総会終結の時から、2026年９月期に係る定時株主総会の終

結の時までであります。

４．2024年12月24日開催の定時株主総会終結の時から、2028年９月期に係る定時株主総会の終結の時までであり

ます。
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５．当社では多様な人材の幹部社員への登用機会を拡大し、次世代の経営人材の育成を図るとともに、組織の活

性化及び業務執行の迅速化を図るため、2025年10月より新たに執行役員制度を導入しております。2025年12

月23日開催予定の定時株主総会終結後の執行役員は次のとおりであります。

氏名 職位 管掌範囲

森田　　啓 執行役員　ユニバーサルマナー部長 ユニバーサルマナー部

神田　珠希 執行役員　アカウント推進部長 アカウント推進部

福島　直人 執行役員　コネクト部長 コネクト部

 

ｂ．社外役員の状況

当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針を定めておりませんが、

会社法の社外取締役及び社外監査役の要件に加え、東京証券取引所が定めている独立役員の独立性に関する基

準等を参考として、豊富な経験や見識、専門的な知識を備えるとともに、当社から独立した立場で客観的かつ

適切な監督・監査が遂行できるかということを重視して、個別に判断しております。

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

社外取締役及び社外監査役は、業務執行の適法性、妥当性を客観的に評価是正する機能を有しており、企業

経営の透明性を高めるために重要な役割を担っております。また、取締役会等の社内の重要な会議体に出席

し、豊富な経験と専門的な知見から取締役会等の意思決定における適正性を確保するため、経営陣から独立し

た中立的な立場で、助言・提言を行っております。

社外取締役の谷間真は、公認会計士及び会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、公正か

つ客観的な見地からの的確な助言によって、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に寄与するものと判断

し、社外取締役に選任しております。なお、当社普通株式208,000株を有しておりますが、それ以外に当社と

の間で、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

社外取締役の鶴谷武親は、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、公正かつ客観的な見

地からの的確な助言によって、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に寄与するものと判断し、社外取締役

に選任しております。

社外監査役である笠原努は、公認会計士・税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、その

専門的知識や経験を当社の監査体制に活かすことが期待できることから、社外監査役に選任しております。な

お、当社新株予約権10個（1,000株）を有しておりますが、それ以外に当社との間で、人的関係、資本的関係

または取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役である根來伸旭は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の監査体制の一

層の強化を図るための客観的かつ公正な立場での取締役の職務執行の監査が期待できることから、社外監査役

に選任しております。なお、当社新株予約権10個（1,000株）を有しておりますが、それ以外に当社との間

で、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

 

ｃ．社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係

社外取締役については、定期的に常勤監査役及び内部監査担当者から内部監査の状況や監査役監査の状況及

び会計監査の状況等について情報共有しております。

社外監査役については、毎月開催される監査役会において常勤監査役から監査役監査の状況、内部監査の状

況及び会計監査の状況等についての情報共有を行っております。

なお、監査役会は、会計監査人より品質管理体制、監査計画、職務遂行状況及びその監査結果などについて

適宜及び定期的に報告を受け、情報及び意見の交換を行っております。また、常勤監査役は、会計監査人の監

査に立ち会うなどして会計監査人の職務の遂行状況を監視し、その結果を監査役会に報告するほか、必要に応

じて会計監査人と個別の課題について情報及び意見の交換を行っております。また、監査役会は、内部監査担

当者より監査計画、職務遂行状況及びその監査結果などについて定期的に報告を受け、情報及び意見の交換を

行っております。

さらに、監査役会、内部監査担当者及び会計監査人は緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上に努

めております。

 

（３）【監査の状況】

① 監査役監査の状況

有価証券報告書提出日現在、当社の監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構成されており、う

ち社外監査役が２名であります。

なお、社外監査役笠原努は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。

監査役会は原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時監査役会を開催して、監査等に関する重要な

事項についての報告、協議又は決議を行うほか、情報の共有を図っております。
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監査役会における具体的な検討内容として、監査方針及び監査計画の策定、内部監査の実施状況の確認、内部

統制システムの整備・運用状況の確認、会計処理の適正性等についての確認、監査報告書の作成等に関する事

項、サステナビリティ関連事項であります。

監査役監査については、毎期策定される監査計画に基づき、常勤監査役が日常監査業務を行い、毎月開催され

る監査役会で重要事項の審議、監査役間の情報共有及び意見交換を行い、各監査役は取締役会へ出席し、取締役

の職務執行の監査を行っております。具体的な手続は、取締役会その他重要な会議への出席、重要書類の閲覧、

代表取締役との面談、取締役及び従業員との面談及び意見交換等を実施しております。また、内部監査担当者及

び会計監査人と緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上に努めております。

当事業年度において監査役会を13回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりでありま

す。

氏　名 開催回数 出席回数

川戸　尋士 13回 13回

笠原　努 13回 13回

根來　伸旭 13回 13回

 

② 内部監査の状況

　当社の内部監査につきましては、小規模組織であることを鑑み、内部監査の専門部署及び専任の内部監査担当

者は設置せず、経営管理部を主管部署として、代表取締役社長が指名した３名の内部監査担当者が行っておりま

す。３名の内部監査担当者は経営管理部及び経営企画部に所属しており、相互監査が可能な体制を採っておりま

す。

内部監査にあたっては、「内部監査規程」に基づき内部監査計画を策定し、取締役及び使用人の職務の執行が

法令、定款及び社内規程等に適合し、効果的かつ効率的に行われていることを確認しております。監査の結果に

ついては、代表取締役社長に報告するとともに、必要に応じて改善指示を行い、改善結果を確認するフォロー

アップ監査を実施しております。また、代表取締役社長のみならず、取締役会並びに監査役及び監査役会に対し

ても直接報告を行うことができる体制を構築しており、内部監査の実効性の確保に努めております。

また、監査役及び会計監査人と定期的に情報共有及び意見交換を実施し、効果的かつ効率的な監査に努めてお

ります。

 

③ 会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

 

ｂ．継続監査期間

３年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　福竹　徹

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　河瀬　聡子

なお、半期までの期中レビューは梅原隆氏及び福竹徹氏が業務を執行し、その後、梅原隆氏から河瀬聡子氏

に交代しております。

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　６名

その他　　　　５名
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ｅ．監査法人の選定方針と理由

当社は、監査法人の品質管理体制、独立性、専門性及び監査報酬の妥当性等を総合的に勘案し、選定してお

ります。

また、当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査

役の全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任する方針です。この場合、解任後最初に招集される株主

総会において、監査役会が選定した監査役が会計監査人を解任した旨と解任理由を報告する方針です。加え

て、監査役会が会計監査人の職務執行状況その他諸般の事情を総合的に勘案・評価し、解任又は不再任とする

ことが適切であると判断した場合は、当該会計監査人を解任又は不再任とし、新たな会計監査人を選任する議

案を株主総会に提出する方針です。

 

ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監

査役等の実務指針」を参考に、監査法人に対する評価を行っております。

当該評価の結果、EY新日本有限責任監査法人は、会計監査人としての品質管理体制、独立性及び専門性を害

する事由等は無く、会計監査人の職務の遂行に支障がないと評価しております。

 

④ 監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬

（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

監査証明業務に基づく報酬

（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

18,371 － 18,600 2,500

当事業年度の非監査業務の内容は、東京証券取引所グロース市場上場に係るコンフォートレター作成業務となります。

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ.を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

当社の監査報酬については、当社の事業規模、監査日数、監査人員、業務の特性等を総合的に勘案し、監査

役会の同意を得て、決定しております。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意を

した理由は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬の見積りの算定根拠等が適切で

あるかについて必要な検証を行った結果、妥当であると判断したためであります。
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（４）【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針について「役員報酬規程」により定めており

ます。当社の取締役の報酬等は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、当社の業績及び取締役の職

責及び能力等を総合的に勘案し、取締役会の決議により決定しております。また、監査役の報酬については、株

主総会で決議された報酬総額の範囲内において、業務分担の状況等を勘案し、監査役会の協議により決定してお

ります。

当社の取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2020年12月17日であり、決議の内容は、取締役の報酬

額を年額200,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）とするものであります。

また、監査役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2020年12月17日であり、決議の内容は、監査役の報酬額

を年額30,000千円以内とするものであります。決議時点において、これらの限度額に基づく報酬等の支給対象と

なる役員は、取締役３名、監査役３名であります。

なお、当社の現在の報酬体系は、固定報酬のみで、業績連動報酬は導入しておりません。

 

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く）
57,390 57,390 － － － 6

監査役

（社外監査役を除く）
6,450 6,450 － － － 1

社外役員 7,425 7,425 － － － 3

（注）取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

③ 役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④　使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

 

（５）【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2024年10月１日から2025年９月30日ま

で）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　0.3％

売上高基準　　　　0.7％

利益基準　　　　　0.0％

利益剰余金基準　　1.4％

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容や変

更等を適切に把握し的確に対応するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、専門的な情報を有する団体が主

催する研修・セミナーへの積極的な参加及び会計専門誌の購読等を行っております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2024年９月30日）
当事業年度

（2025年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 421,763 904,017

売掛金 86,541 97,947

仕掛品 6,835 1,916

貯蔵品 2,383 2,306

未収入金 10,439 8,766

前払費用 9,864 9,211

その他 1,026 1,313

流動資産合計 538,854 1,025,478

固定資産   

有形固定資産   

建物 10,305 10,305

減価償却累計額 △7,038 △8,000

建物（純額） 3,266 2,304

工具、器具及び備品 14,585 13,956

減価償却累計額 △10,006 △8,289

工具、器具及び備品（純額） 4,578 5,666

有形固定資産合計 7,845 7,971

無形固定資産   

商標権 631 378

ソフトウエア 56,811 71,710

ソフトウエア仮勘定 8,893 6,053

その他 11,097 10,455

無形固定資産合計 77,434 88,597

投資その他の資産   

出資金 1 1

長期前払費用 2,002 83

繰延税金資産 58,465 35,378

差入保証金 16,215 14,468

投資その他の資産合計 76,684 49,931

固定資産合計 161,963 146,500

資産合計 700,818 1,171,979
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（2024年９月30日）
当事業年度

（2025年９月30日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 12,602 11,060

短期借入金 ※ 95,000 ※ 95,000

１年内返済予定の長期借入金 34,188 14,748

未払金 36,828 39,884

未払費用 17,270 16,215

未払法人税等 1,038 25,963

未払消費税等 21,545 16,753

契約負債 12,357 14,849

預り金 1,727 3,517

流動負債合計 232,559 237,992

固定負債   

長期借入金 130,446 51,278

資産除去債務 785 785

固定負債合計 131,231 52,063

負債合計 363,790 290,056

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,050 312,328

資本剰余金   

資本準備金 70,050 302,328

資本剰余金合計 70,050 302,328

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 185,641 267,114

利益剰余金合計 185,641 267,114

株主資本合計 335,741 881,771

新株予約権 1,285 151

純資産合計 337,027 881,923

負債純資産合計 700,818 1,171,979
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自　2023年10月１日
至　2024年９月30日）

当事業年度
（自　2024年10月１日
至　2025年９月30日）

売上高 ※１ 709,561 ※１ 832,291

売上原価 249,399 275,131

売上総利益 460,162 557,160

販売費及び一般管理費 ※２ 343,300 ※２ 415,034

営業利益 116,861 142,125

営業外収益   

受取利息 39 1,066

助成金収入 7,213 4,256

その他 957 799

営業外収益合計 8,210 6,122

営業外費用   

支払利息 3,158 2,922

支払保証料 572 1,497

株式交付費 － 7,518

上場関連費用 － 13,074

その他 7 229

営業外費用合計 3,737 25,241

経常利益 121,334 123,006

税引前当期純利益 121,334 123,006

法人税、住民税及び事業税 1,044 18,446

法人税等調整額 △58,567 23,086

法人税等合計 △57,523 41,533

当期純利益 178,857 81,472
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自2023年10月１日
至2024年９月30日）

当事業年度
（自2024年10月１日
至2025年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　仕入高  99 0.0 437 0.2

Ⅱ　労務費  155,182 61.8 155,518 57.5

Ⅲ　経費 ※ 95,838 38.2 114,255 42.3

当期総費用  251,120 100.0 270,212 100.0

期首仕掛品棚卸高  5,114  6,835  

合計  256,234  277,047  

期末仕掛品棚卸高  6,835  1,916  

当期売上原価  249,399  275,131  

 

（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。

 

 

※　主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自2023年10月１日
至2024年９月30日）

当事業年度
（自2024年10月１日
至2025年９月30日）

外注費（千円） 76,244 96,020

旅費交通費（千円） 8,618 7,977

支払手数料（千円） 7,994 7,826
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年10月１日　至　2024年９月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

新株予約権 純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 80,050 70,050 70,050 6,784 6,784 156,884 1,285 158,170

当期変動額         

新株の発行      －  －

当期純利益    178,857 178,857 178,857  178,857

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

       －

当期変動額合計 － － － 178,857 178,857 178,857 － 178,857

当期末残高 80,050 70,050 70,050 185,641 185,641 335,741 1,285 337,027

 

当事業年度（自　2024年10月１日　至　2025年９月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

新株予約権 純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 80,050 70,050 70,050 185,641 185,641 335,741 1,285 337,027

当期変動額         

新株の発行 232,278 232,278 232,278   464,556  464,556

当期純利益    81,472 81,472 81,472  81,472

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

      △1,134 △1,134

当期変動額合計 232,278 232,278 232,278 81,472 81,472 546,029 △1,134 544,895

当期末残高 312,328 302,328 302,328 267,114 267,114 881,771 151 881,923
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自　2023年10月１日
至　2024年９月30日）

当事業年度
（自　2024年10月１日
至　2025年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 121,334 123,006

減価償却費 27,673 31,388

支払保証料 572 1,497

受取利息 △39 △1,066

支払利息 3,158 2,922

助成金収入 △7,213 △4,256

株式交付費 － 7,518

上場関連費用 － 13,074

売上債権の増減額（△は増加） △28,181 △11,405

棚卸資産の増減額（△は増加） △878 4,995

仕入債務の増減額（△は減少） 5,322 △1,542

前払費用の増減額（△は増加） △1,726 1,006

未収入金の増減額（△は増加） △852 △773

未払金の増減額（△は減少） 68 1,633

未払費用の増減額（△は減少） 6,371 △1,055

契約負債の増減額（△は減少） 3,979 2,492

預り金の増減額（△は減少） △3,393 1,789

未払消費税等の増減額（△は減少） 8,912 △4,792

その他 △69 8,910

小計 135,037 175,341

利息の受取額 39 1,066

助成金の受取額 7,213 6,703

利息の支払額 △3,364 △2,852

法人税等の支払額 △1,124 △1,201

営業活動によるキャッシュ・フロー 137,801 179,057

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,309 △3,477

無形固定資産の取得による支出 △35,603 △37,777

差入保証金の回収による収入 － 230

投資活動によるキャッシュ・フロー △37,912 △41,025

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △37,037 △98,608

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 67,200

株式の発行による収入 － 388,704

上場関連費用の支出 － △13,074

財務活動によるキャッシュ・フロー △37,037 344,221

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 62,851 482,253

現金及び現金同等物の期首残高 358,911 421,763

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 421,763 ※ 904,017
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

(2）貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　４～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社開発のソフトウエアについては、利用可能期間（５年）、社外購入のソフトウエアについ

ては、利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づき、３年間

で均等償却を行っております。

 

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1）ミライロＩＤソリューション

ミライロＩＤソリューションについては、「ミライロＩＤ」による障害者に対するサービス提供や、

「ミライロＩＤ」や専門人材を活用したソリューションやコンサルティングを提供しております。

「ミライロＩＤ」による障害者に対するサービス提供では、主に「ミライロＩＤ」にて広告配信や

クーポン配信等のサービス提供を行っており、当該広告やクーポンの配信等の提供によりサービスに対

する支配が顧客に移転するため、サービス提供の進捗度に応じて履行義務が充足されたと判断して契約

期間にわたり収益を認識しております。

「ミライロＩＤ」や専門人材を活用したソリューションやコンサルティングでは、主に障害者をモニ

ターとして活用した調査サービス「ミライロ・リサーチ」を行い、障害者にとっての障壁となっている

問題点を発見し、解決するためのソリューションの提供を実施しており、当該ソリューションの顧客へ

の提供が完了し、顧客が検収した時点で、財又はサービスに対する支配が顧客に移転し履行義務が充足

されたと判断して、収益を認識しております。

(2）ユニバーサルマナー研修及び検定

ユニバーサルマナー研修及び検定については、障害者・高齢者・ＬＧＢＴＱ＋等の多様な人との向き

合い方をユニバーサルマナーと定義し、障害のある当事者が講師となるユニバーサルマナー研修及び検

定を提供しており、当該研修及び検定を顧客に提供した時点において、財又はサービスに対する支配が

顧客に移転し履行義務が充足されたと判断して、収益を認識しております。

(3）コミュニケーションサポート

コミュニケーションサポートについては、聴覚障害者等に向けた情報保障サービス「ミライロ・コネ

クト」を提供しており、当該情報保障サービスを提供した時点において、財又はサービスに対する支配

が顧客に移転し履行義務が充足されたと判断して、収益を認識しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ミライロ(E40477)

有価証券報告書

59/83



５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

 

（重要な会計上の見積り）

（繰延税金資産の回収可能性）

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産（純額） 58,465 35,378

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

当社は、将来の合理的な見積可能期間以内の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、一

時差異等のスケジューリングの結果、回収可能性があると判断した将来減算一時差異及び税務上の繰

越欠損金について繰延税金資産を計上しております。

 

②　当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

将来の課税所得の見積りは事業計画を基礎としており、当該事業計画における主要な仮定は、サー

ビス別の売上見込額です。

 

③　翌事業年度の財務諸表に与える影響

繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得水準の見積りに依存するため、経営環境の変化により

見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の財務諸表において繰延税金資産の

金額に重要な影響を与える可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

（リースに関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準

委員会）　等

 

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手

の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計

基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするも

のの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素

で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを

目指したリース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがフ

ァイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使

用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用され

ます。

 

(2）適用予定日

2028年９月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。
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（貸借対照表関係）

※　当座貸越契約

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。事業年度末に

おける当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年９月30日）
当事業年度

（2025年９月30日）

当座貸越極度額 195,000千円 175,000千円

借入実行残高 95,000 95,000

差引額 100,000 80,000

 

（損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益のみとなっております。

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度13.1％、当事業年度13.2％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度86.9％、当事業年度86.8％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自2023年10月１日
至2024年９月30日）

当事業年度
（自2024年10月１日
至2025年９月30日）

役員報酬 66,937千円 71,265千円

給与手当 66,695 87,727

業務委託費 36,797 45,188

支払手数料 31,388 43,842

減価償却費 27,673 31,388
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自2023年10月１日　至2024年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 52,250 － － 52,250

合計 52,250 － － 52,250

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度末残
高(千円)当事業年

度期首
当事業年
度増加

当事業年
度減少

当事業年
度末

提出会社

ストック・オプションと

しての第１回新株予約権
－ － － － － 1,134

ストック・オプションと

しての第２回新株予約権
－ － － － － －

ストック・オプションと

しての第３回新株予約権
－ － － － － 151

ストック・オプションと

しての第４回新株予約権
－ － － － － －

ストック・オプションと

しての第５回新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － 1,285

（注）ストック・オプションとしての第５回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度（自2024年10月１日　至2025年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 52,250 10,967,850 － 11,020,100

合計 52,250 10,967,850 － 11,020,100

（注）普通株式の発行済株式総数の増加10,967,850株は、2024年11月８日付の株式分割による増加5,172,750株、

2025年１月14日付及び2025年９月11日付の第１回新株予約権の行使による増加4,200,000株、2025年３月24日

の東京証券取引所グロース市場上場に伴う2025年３月21日を払込期日とするブックビルディング方式による募

集及び2025年４月23日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資によ

る増加1,595,100株によるものであります。

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。
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３．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度末残
高(千円)当事業年

度期首
当事業年
度増加

当事業年
度減少

当事業年
度末

提出会社

ストック・オプションと

しての第１回新株予約権
－ － － － － －

ストック・オプションと

しての第２回新株予約権
－ － － － － －

ストック・オプションと

しての第３回新株予約権
－ － － － － 151

ストック・オプションと

しての第４回新株予約権
－ － － － － －

ストック・オプションと

しての第５回新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － 151

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自2023年10月１日
至2024年９月30日）

当事業年度
（自2024年10月１日
至2025年９月30日）

現金及び預金勘定 421,763千円 904,017千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 421,763 904,017

 

EDINET提出書類

株式会社ミライロ(E40477)

有価証券報告書

63/83



（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金計画に基づき事業に必要な資金を銀行等金融機関からの借入によって調達しております。

また、資金運用については流動性の高い預金等に限定し、投機的なデリバティブ取引は行わない方針であ

ります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

差入保証金は、本社オフィス等の賃貸借契約に伴うものであり、賃貸人の信用リスクに晒されておりま

す。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金は主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されておりま

す。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、取引相手ごとに期日及び残高管理を徹底することで、回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。また、差入保証金については、賃貸借契約に際し差入先の信用状況を把握してお

ります。

 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。

 

③ 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

変動金利の借入金については、金利の変動リスクに晒されておりますが、定期的に金利の変動状況を

モニタリングしており、金利変動による負担増減の早期把握に努めております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（2024年９月30日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

差入保証金　※２ 13,137 12,871 △266

資産計 13,137 12,871 △266

長期借入金　※３ 164,634 161,160 △3,473

負債計 164,634 161,160 △3,473

※１　「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」については、短期間で決済されるた

め、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

※２　貸借対照表における差入保証金の金額と金融商品の時価開示における「貸借対照表計上額」との差額は、当事業

年度末における差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額の未償却残高であります。

※３　長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
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当事業年度（2025年９月30日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

差入保証金　※２ 12,039 11,818 △220

資産計 12,039 11,818 △220

長期借入金　※３ 66,026 63,201 △2,824

負債計 66,026 63,201 △2,824

※１　「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」については、短期間で決済されるた

め、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

※２　貸借対照表における差入保証金の金額と金融商品の時価開示における「貸借対照表計上額」との差額は、当事業

年度末における差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額の未償却残高であります。

※３　長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2024年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 421,763 － － －

売掛金 86,541 － － －

差入保証金 2,290 10,616 － 230

合計 510,595 10,616 － 230

 

当事業年度（2025年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 904,017 － － －

売掛金 97,947 － － －

差入保証金 648 11,390 － －

合計 1,002,613 11,390 － －

 

４．長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（2024年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 95,000 － － － － －

長期借入金 34,188 34,188 34,188 19,081 11,604 31,385

合計 129,188 34,188 34,188 19,081 11,604 31,385
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当事業年度（2025年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 95,000 － － － － －

長期借入金 14,748 14,748 10,749 3,588 3,887 18,306

合計 109,748 14,748 10,749 3,588 3,887 18,306

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2024年９月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 12,871 － 12,871

資産計 － 12,871 － 12,871

長期借入金 － 161,160 － 161,160

負債計 － 161,160 － 161,160

 

当事業年度（2025年９月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 11,818 － 11,818

資産計 － 11,818 － 11,818

長期借入金 － 63,201 － 63,201

負債計 － 63,201 － 63,201

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

差入保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率を基に割引現在価値

法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
 
 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

決議年月日 2019年４月８日 2019年４月８日 2021年４月22日 2021年４月22日 2023年７月21日

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　２名

関係協力者　１名

当社取締役　１名

当社従業員　41名

当社取締役　１名

当社監査役　３名

外部協力者　１名

当社従業員　23名

当社取締役　３名

当社監査役　２名

当社従業員　10名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数

（注）１

普通株式

4,200,000株

普通株式

235,000株

普通株式

29,000株

普通株式

26,000株

普通株式

34,000株

付与日 2019年４月26日 2019年７月１日 2021年４月30日 2021年４月30日 2023年８月31日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）３ （注）３ （注）３

対象勤務期間
対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

権利行使期間
自2019年５月１日

至2029年４月30日

自2021年５月１日

至2028年４月30日

自2023年５月１日

至2030年９月30日

自2023年５月１日

至2030年９月30日

自2025年９月１日

至2033年６月30日

　（注）１．株式数に換算して記載しております。なお、2024年11月８日付株式分割（普通株式１株につき100株の割

合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

　　　　２．新株予約権の割当を受けた者が、当社の取締役、監査役、従業員または関係協力者、関係協力法人の取締

役、監査役、従業員いずれの地位をも喪失した場合、新株予約権の行使は認められず、当該新株予約権は、

会社法第287条の規定により消滅する。ただし、取締役及び監査役が任期満了により退任した場合、従業員

の会社都合による退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合は、この限りではない。

　　　　３．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役（社外取締役を含む）、監査役（社

外監査役を含む）、従業員もしくは外部協力者の地位にあることを要する。ただし、取締役及び監査役が任

期満了により退任した場合、従業員の会社都合による退職その他当社取締役会が認める正当な事由のある場

合には、この限りではない。

 

　（追加情報）

「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2) 新株予約権等の状況　①ストックオプション制度の内容」に記

載すべき事項をストック・オプション等関係注記に集約して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（2025年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
第１回
新株予約権

第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第５回
新株予約権

権利確定前 （株）      

前事業年度末  － － － － 34,000

付与  － － － － －

失効  － － － － 1,000

権利確定  － － － － 33,000

未確定残  － － － － －

権利確定後 （株）      

前事業年度末  4,200,000 124,000 29,000 20,000 －

権利確定  － － － － 33,000

権利行使  4,200,000 － － － －

失効  － 3,000 － 500 －

未行使残  － 121,000 29,000 19,500 33,000

（注）2024年11月８日付株式分割（普通株式１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しておりま

す。

 

②　単価情報

 
第１回
新株予約権

第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第５回
新株予約権

権利行使価格 （円） 16 16 250 250 260

行使時平均株価 （円） 613 － － － －

付与日における公正な評価単価 （円） 0.27 － 5.24 5.24 －

（注）2024年11月８日付株式分割（普通株式１株につき100株の割合）による分割後の価格に換算して記載しておりま

す。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当事業年度に付与したストック・オプションはありません。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価

値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値

の合計額

①当事業年度末における本源的価値の合計額

　70,796千円

②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　　－千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2024年９月30日）
当事業年度

（2025年９月30日）

繰延税金資産   

税務上の繰越欠損金（注）１ 53,378千円 27,928千円

資産除去債務 265 247

未払賞与 5,187 4,410

未払事業税 － 3,107

繰延税金資産小計 58,831 35,693

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △265 △247

評価性引当額小計 △265 △247

繰延税金資産合計 58,565 35,446

繰延税金負債   

資産除去債務に対応する除去費用 △100 △67

繰延税金負債合計 △100 △67

繰延税金資産の純額 58,465 35,378

　　　　　（注）１．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（2024年９月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※１)
－ － － － － 53,378 53,378

評価性引当額 － － － － － － －

繰延税金資産

（※２）
－ － － － － 53,378 53,378

　　　※１　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

　　　※２　税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産は、当社の将来の収益力に基づく課税所得見込みを考慮した結果、

回収可能と判断しております。

 

当事業年度（2025年９月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※１)
－ － － － － 27,928 27,928

評価性引当額 － － － － － － －

繰延税金資産

（※２）
－ － － － － 27,928 27,928

　　　※１　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

　　　※２　税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産は、当社の将来の収益力に基づく課税所得見込みを考慮した結果、

回収可能と判断しております。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 前事業年度 当事業年度

 （2024年９月30日） （2025年９月30日）

法定実効税率 33.87％ 30.58％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 －％ 0.66％

住民税均等割 0.86％ 0.67％

税務上の繰越欠損金の利用 △35.45％ －％

税率変更による影響 －％ 4.62％

賃上げ促進税制による税額控除 －％ △2.50％

評価性引当額の増減 △46.69％ 0.00％

その他 0.00％ △0.26％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △47.41％ 33.77％

 

３．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

当社は2025年１月14日付の第１回新株予約権の行使に伴う増資により、法人事業税の外形標準課税が適

用となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の

33.87％から30.58％ に変更しております。この税率変更により、繰延税金資産が5,683千円減少し、法人

税等調整額が同額増加しております。

また、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し

たことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることに

なりました。これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る

繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.58％から31.47％に変更し計算しておりま

す。この税率変更による影響は軽微であります。

 

（持分法損益等）

当社は非連結子会社を有しておりますが、利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい非連結子会社であ

るため、記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、バリアバリュー事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を、サービス別及び

収益認識の時期別に分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 

前事業年度

（自2023年10月１日

至2024年９月30日）

当事業年度

（自2024年10月１日

至2025年９月30日）

サービス別

ミライロＩＤソリューション

ユニバーサルマナー研修及び検定

コミュニケーションサポート

 

238,326

298,331

172,903

 

276,155

364,370

191,765

顧客との契約から生じる収益 709,561 832,291

外部顧客への売上高 709,561 832,291

収益認識の時期別

一時点で移転される財又はサービス

一定の期間にわたり移転される財又はサービス

 

662,606

46,955

 

751,495

80,795

顧客との契約から生じる収益 709,561 832,291

外部顧客への売上高 709,561 832,291

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）４．収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年

度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

する情報

（1）契約負債の残高等

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

契約負債（期首残高） 8,377 12,357

契約負債（期末残高） 12,357 14,849

契約負債は、主に事業年度末日以降に顧客へ提供する役務提供等の前受金です。契約負債は、収益の

認識に伴い取り崩されます。

各事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、前事業年度

8,377千円、当事業年度12,357千円であります。

 

（2）残存履行義務に配分した取引価格

当社は、当初に予定される顧客との契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に

関する情報の記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、バリアバリュー事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自2023年10月１日　至2024年９月30日）

　１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
ミライロＩＤソ

リューション

ユニバーサルマ

ナー研修及び検定

コミュニケーショ

ンサポート
合計

外部顧客への売上高 238,326 298,331 172,903 709,561

 

　２．地域ごとの情報

（１）売上高

 本邦以外の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％に満たないため、記載を省略しており

ます。

 

（２）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％に満たないため、主

要な顧客ごとの情報の記載を省略しております。

 

当事業年度（自2024年10月１日　至2025年９月30日）

　１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
ミライロＩＤソ

リューション

ユニバーサルマ

ナー研修及び検定

コミュニケーショ

ンサポート
合計

外部顧客への売上高 276,155 364,370 191,765 832,291

 

　２．地域ごとの情報

（１）売上高

 本邦以外の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％に満たないため、記載を省略しており

ます。

 

（２）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％に満たないため、主

要な顧客ごとの情報の記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

前事業年度（自2023年10月１日　至2024年９月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び

主要株主
垣内俊哉 － －

当社代表

取締役

（被所有）

直接26.41
債務被保証

銀行借入に

対する債務

被保証

（注）１

83,860 － －

信用保証機

関の保証に

対する債務

被保証

（注）２

83,860 － －

 

当事業年度（自2024年10月１日　至2025年９月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び

主要株主
垣内俊哉 － －

当社代表

取締役

（被所有）

直接27.96

新株予約権

の行使

（注）３

新株予約権

の行使

（注）３

32,000 － －

役員及び

主要株主
民野剛郎 － － 当社取締役

（被所有）

直接27.78

新株予約権

の行使

（注）３

新株予約権

の行使

（注）３

32,000 － －

（注）１．銀行借入に対して債務保証を受けております。また、上記取引金額には当該債務保証を受けている銀行借入

の期末残高を記載しております。なお、保証料の支払いは行っておりません。また、2024年10月１日時点にお

いて、当該債務被保証は解消しております。

２．信用保証機関の保証に対して債務保証を受けております。また、上記取引金額には当該債務保証を受けている

銀行借入の期末残高を記載しております。なお、保証料の支払いは行っておりません。また、2024年10月１日

時点において、当該債務被保証は解消しております。

３．2019年４月８日開催の株主総会決議に基づき発行した第１回新株予約権の権利行使を受けたものであり、取引

金額には新株予約権の行使による払込金額を記載しております。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自2023年10月１日
至2024年９月30日）

当事業年度
（自2024年10月１日
至2025年９月30日）

１株当たり純資産額 64.26円 80.01円

１株当たり当期純利益 34.23円 9.15円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － 7.85円

（注）１．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当

社株式は非上場であったことにより、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりませ

ん。

２．当社は、2025年３月24日に東京証券取引所グロース市場に上場したため、当事業年度の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益は、新規上場日から当事業年度の末日までの平均株価を期中平均株

価とみなして算定しております。

３．当社は、2024年11月８日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」、「１株当た

り当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」を算定しております。

４．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前事業年度

（自2023年10月１日
至2024年９月30日）

当事業年度
（自2024年10月１日
至2025年９月30日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 178,857 81,472

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 178,857 81,472

普通株式の期中平均株式数（株） 5,225,000 8,901,880

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 1,471,864

（うち新株予約権（株）） （－） （1,471,864）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権５種類

（新株予約権の数44,070

個）

－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 10,305 － － 10,305 8,000 962 2,304

工具、器具及び備品 14,585 3,477 4,106 13,956 8,289 2,389 5,666

有形固定資産計 24,890 3,477 4,106 24,261 16,290 3,351 7,971

無形固定資産        

商標権 2,534 － － 2,534 2,156 253 378

ソフトウエア 128,913 39,009 10,422 157,500 85,789 24,109 71,710

ソフトウエア仮勘定 8,893 35,643 38,484 6,053 － － 6,053

その他 18,285 3,031 － 21,316 10,860 3,673 10,455

無形固定資産計 158,626 77,683 48,906 187,404 98,806 28,036 88,597

長期前払費用 4,243 － 3,960 283 199 199 83

　（注）当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　増加　　ソフトウエア：ミライロＩＤ開発に伴う取得　　　　　　　　　　　34,825千円

　　　　　　　ソフトウエア仮勘定：ミライロＩＤ開発費用　　　　　　　　　　　31,984千円

　　　減少　　ソフトウエア仮勘定：ミライロＩＤ開発に伴う振替による減少　　　34,825千円

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 95,000 95,000 1.40 －

１年以内に返済予定の長期借入金 34,188 14,748 1.21 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 130,446 51,278 1.21 2026年～2035年

合計 259,634 161,026 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 14,748 10,749 3,588 3,887

 

【引当金明細表】

該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

　当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が当事業年度期首及び当事業年度末における負

債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

預金  

普通預金 804,017

定期預金 100,000

合計 904,017

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

一般財団法人日本財団電話リレーサービス 5,519

佐川急便株式会社 5,004

花王株式会社 4,992

阪急電鉄株式会社 4,787

ＴＯＰＰＡＮ株式会社 4,653

その他 72,990

合計 97,947

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

(A) ＋ (B)
　

× 100

 
 (A) ＋ (D) 
 ２  
 (B)  
 365  

　

86,541 813,729 802,323 97,947 89.12 41.38

 

ハ．仕掛品

品目 金額（千円）

プロジェクト仕掛品 1,916

合計 1,916

 

ニ．貯蔵品

区分 金額（千円）

貯蔵品  

ユニバーサルマナー検定用品 2,258

その他 48

合計 2,306
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②　流動負債

買掛金

相手先 金額（千円）

手話通訳士 4,828

Ｓｈａｍｒｏｃｋ　Ｒｅｃｏｒｄｓ株式会社 1,275

ＰＬＡＹＷＯＲＫＳ株式会社 770

株式会社Ｊストリーム 385

ｌｅａｒｎｉｎｇＢＯＸ株式会社 374

その他 3,428

合計 11,060

 

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 中間会計期間 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 183,333 423,904 630,334 832,291

税引前中間（当期）（四半

期）純利益（千円）
26,031 62,776 87,036 123,006

中間（当期）（四半期）純利

益（千円）
16,954 33,413 53,216 81,472

１株当たり中間（当期）（四

半期）純利益（円）
3.24 4.78 6.46 9.15

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
3.24 1.87 1.84 2.60

（注）１．第１四半期については、金融商品取引所の定める規則により四半期財務諸表を作成しており、EY新日本有限

責任監査法人により期中レビューを受けております。なお、第３四半期については、金融商品取引所の定め

る規則により四半期財務諸表を作成しておりますが、期中レビューは受けておりません。

２．当社は、2024年11月８日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間（当期）（四半期）純利益を算定しております。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会 毎年12月

基準日 毎年９月30日

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日

毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://www.mirairo.co.jp/company/public_notice

株主に対する特典

株主優待制度

(1) 対象株主

毎年９月末日及び３月末日における株主名簿に記載された100株（１単元）以上

保有の株主

(2) 優待内容

保有期間 優待内容

６ヵ月未満
・ユニバーサルマナー検定３級（オンライン、eラーニング）の

受講料を50％割引

６ヵ月以上

１年未満

・ユニバーサルマナー検定３級（オンライン、eラーニング）の

受講料を80％割引

または、以下の研修の受講料を50％割引

・認知症対応マナー研修（eラーニング）

・LGBTQ+対応マナー研修（eラーニング）

・ユニバーサルワーク研修（eラーニング）

・ユニバーサルコミュニケーション研修（eラーニング）

１年以上

以下の研修または検定の受講料を80％割引

・ユニバーサルマナー検定３級（オンライン、eラーニング）

・認知症対応マナー研修（eラーニング）

・LGBTQ+対応マナー研修（eラーニング）

・ユニバーサルワーク研修（eラーニング）

・ユニバーサルコミュニケーション研修（eラーニング）

　

（注）　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨、

定款に定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類

　2025年２月17日近畿財務局長に提出。

(2）有価証券届出書の訂正届出書

　2025年３月５日及び2025年３月13日近畿財務局長に提出。

　2025年２月17日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(3）半期報告書及び確認書

　（第16期中）（自2024年10月１日　至2025年３月31日）2025年５月13日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2025年12月22日

株式会社ミライロ  

 取締役会　御中 

 

 EY新日本有限責任監査法人 

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　竹　　　徹

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 河　瀬　聡　子

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ミライロの2024年10月１日から2025年９月30日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ミライロの2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
 

繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、会

社は、将来の合理的な見積可能期間以内の一時差異等加減

算前課税所得の見積額に基づいて、一時差異等のスケ

ジューリングの結果、回収可能性があると判断した将来減

算一時差異及び税務上の繰越欠損金について繰延税金資産

35,378千円（純額）を計上している。

　回収可能性の判断に用いた将来の課税所得の見積りは事

業計画を基礎としており、当該事業計画における重要な仮

定は、サービス別の売上見込額である。重要な仮定には、

経営者による予測が含まれ、主観的な判断を伴う。また、

経営環境の変化に影響を受けることから不確実性がある。

　以上より、当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性を

監査上の主要な検討事項と判断した。

　監査法人は、繰延税金資産の回収可能性を検討するため

に、主として以下の監査手続を実施した。

・将来の課税所得の見積りについて、取締役会で承認され

た事業計画との整合性を検討した。

・経営者の見積りの精度を評価するため、過年度の事業計

画と実績を比較した。

・重要な仮定であるサービス別の売上見込額について、経

営者と協議するとともに、関連資料の閲覧、過去実績から

の趨勢分析及び利用可能な外部情報との比較分析を行っ

た。

・将来の課税所得の見積りの不確実性を評価するため、重

要な仮定に対する感応度分析を実施し、繰延税金資産の回

収可能性への影響を検討した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業

務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状況】に記載

されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
  
　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社ミライロ(E40477)

有価証券報告書

83/83


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２サステナビリティに関する考え方及び取組
	３事業等のリスク
	４経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	５重要な契約等
	６研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの概要
	（２）役員の状況
	（３）監査の状況
	（４）役員の報酬等
	（５）株式の保有状況


	第５経理の状況
	１財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	売上原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

